2016年11月12日～14日
共同、南スーダン、ＮＨＫ日曜討論、ＴＰＰ、トランプ、社説
吉永小百合さん「核なき世界願う」　広島の映画祭で語る
朝日新聞デジタル池上碧、岡本玄2016年11月14日04時08分

映画に込めた思いなどを語る吉永小百合さん＝広島市中区








　被爆地・長崎を舞台にした映画「母と暮せば」（山田洋次監督）に主演した俳優の吉永小百合さん（７１）が１３日、広島市中区で開かれた広島国際映画祭に出席した。吉永さんは「映画の中で、最愛の息子の存在が原爆で消されてしまう。そういうことが絶対にないよう積極的に発信し、核兵器がない世界を願わないといけない」と語った。
　「母と暮せば」は、吉永さんが出演した１１９本目の映画。長崎の原爆で長崎医大生の息子に先立たれた母親役を演じた。この日は音声ガイド付きのバリアフリー版の上映後、映画館運営会社の蔵本順子社長とのトークショーがあった。
　「母と暮せば」で共演した息子役の二宮和也さんを吉永さんは「彼は天才です。セリフもばっちり覚えていますし。それを見て、母としてもしっかりしないと、と思いました」と絶賛。息子に先立たれる母の心境は「一生癒やされないこと。二度とそういうことが戦争によって起こることがないように、と思います」と述べた。
　原爆をテーマにした映画に初主…【続きあり】
しんぶん赤旗2016年11月13日(日)

野党共闘で政治を変える希望広げた　ラジオ番組　小池書記局長が語る
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（写真）小池晃書記局長


　日本共産党の小池晃書記局長は１２日放送のラジオ日本番組「清水勝利のこれでいいのかニッポン!!Ｐａｒｔ２」に出演し、安倍政権にいかに対峙（たいじ）すべきかをテーマに、野党共闘の発展などについて語りました。

　司会の清水氏が安倍政権について聞くと、小池氏は、国民の大多数が反対する原発再稼働や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）などについて「あまりにも国民の声を無視している」と批判しました。また、安倍政権が選挙中に語らなかった憲法改定などをあげて、「だまし討ちがひどい」と指摘しました。

　なぜ自公が多数を取れるのかと疑問を投げかけた清水氏に、小池氏は１人しか当選できない衆院小選挙区制の問題を挙げ､｢だから野党が共闘する必要がある」と強調しました。

　小池氏は「参院選でも野党が共闘した１人区は投票率が上がっている」と紹介。「今までは野党がバラバラだから『自民党が勝ってしまうだろう』と思って投票しなかった人も多い。野党の共闘で『政治は変わるかもしれない』という希望を広げた」と語りました。

　さらに新潟県知事選の結果にふれ、「争点が明確になって、野党が本気で共闘すれば勝てる。保守票もかなりきた」と強調。次期衆院選に向けて、相互支援など本格的な協力が必要だと述べました。

　小池氏は次週も同番組で年金問題などについて語る予定です。

しんぶん赤旗2016年11月13日(日)

共闘の到達を報告　福井　藤野議員迎え「秋の集い」
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（写真）集いで交流する藤野衆院議員（正面）と参加者ら＝12日、福井市


　日本共産党の藤野保史衆院議員を迎えて「秋の集い」が１２日、福井市文化会館で開かれました。戦争法や原発再稼働、改憲、生活破壊を推進する安倍暴走政治が国民との矛盾を広げている現状と、統一戦線で社会変革を進める共産党について語り合いました。

　藤野氏は、トランプ氏が当選した米大統領選について「日本は、アメリカや世界との関係を見直すいい機会だ」とのべる一方、安倍政権のアベノミクス破綻の実態を指摘し、「（安倍政権は）強権にやらざるを得ないのであり、政権の強さでもなんでもない」と指摘しました。

　参加者からは「野党共闘はどこまで進んでいるか」との質問が出され、藤野氏は、(1)政策の一致点を広げる(2)本気の相互支援・協力(3)政権合意―に向けて努力している現状を報告。各党や労組内のいろいろな動きを紹介した上で、共産党が大きくなる重要さを強調しました。

「民族大虐殺に発展の恐れ」　南スーダンで国連顧問

東京新聞2016年11月12日 夕刊

	 記者会見する国連のアダマ・ディエン事務総長特別顧問＝１１日、南スーダン・ジュバで（共同）
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　【ジュバ＝共同】国連のアダマ・ディエン事務総長特別顧問は十一日、南スーダンの首都ジュバで記者会見し、同国の内戦について「政治的な対立で始まったものが完全な民族紛争になり得るものへと変質した」と述べ、ジェノサイド（民族大虐殺）に発展する恐れがあると強い懸念を示した。

　ディエン氏は「民族間の憎悪が広がり、市民が標的にされるといったジェノサイドの全ての兆候が存在している」と指摘、南スーダン政府や国際社会に対し早急に防止策を講じるよう求めた。

　南スーダンでは政府軍が最大民族ディンカ、反政府勢力が有力民族ヌエルをそれぞれ中心とした内戦が二〇一三年十二月から続いている。これまでに数万人が死亡したとされ、国連によると、約二百六十万人が家を追われた。

　日本の陸上自衛隊が現地の国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加、施設部隊がジュバに展開している。日本政府は今月二十日以降に派遣する十一次隊に「駆け付け警護」の新任務を付与する方針だ。

柏崎市長選、２新人届け出＝原発再稼働が争点、２０日投開票－新潟
　任期満了に伴う新潟県柏崎市長選が１３日告示され、元市議の桜井雅浩氏（５４）、元市職員の竹内英子氏（４７）＝共産、社民推薦＝の無所属２新人が届け出た。同市などに立地する東京電力柏崎刈羽原発の再稼働の是非が主な争点となる。投開票は２０日。
　現職の会田洋市長が持病の悪化を理由に、４選不出馬を表明。東電柏崎刈羽原発は原子力規制委員会で安全審査が進んでいる。桜井氏は、市民の安全が担保されることを条件に再稼働を容認する。竹内氏は、現状では認められないとの立場を取る。
　新潟県では１０月、再稼働に慎重な姿勢を示す米山隆一知事が初当選している。　（時事通信2016/11/13-17:36）
柏崎の得票、原発争点化で傾向に変化　市長選告示
朝日新聞デジタル渥美好司、北沢拓也2016年11月13日12時59分
　新潟県内の今年の大型選挙では、「政権与党対野党系」の構図が続いた。柏崎市内の得票をみると、原発が争点化されたかどうかで異なる傾向を見せている。
　７月の参院選はアベノミクスの是非などに焦点があたり、原発はほとんど語られなかった。新潟選挙区は野党統一候補が自民公認候補を破り、柏崎市でも野党統一候補が約２５０票多かった。
　一方、原発の再稼働問題が最大の争点となった１０月の知事選。柏崎市では、当選した米山氏よりも、自民と公明が推した対立候補の方が約３６００票多かった。原発の関係の深さが影響した可能性もある。
　柏崎刈羽原発がまたがって立地する隣の刈羽村でも、１５日に村長選が告示される。立候補を表明しているのは、原発再稼働に前向きで、５選を目指す現職の品田宏夫村長（５９）だけとなっている。（渥美好司、北沢拓也）
原発再稼働、条件付き容認か反対か　柏崎市長選が告示
朝日新聞デジタル渥美好司、北沢拓也2016年11月13日12時58分
　東京電力柏崎刈羽原発が立地する新潟県柏崎市の市長選が１３日告示され、同原発の再稼働について「条件付きで容認」を掲げる元市議と、「反対し、廃炉をめざす」とする元市職員が立候補を届け出た。同県では１０月の知事選で、再稼働に慎重な米山隆一氏が当選しており、地元市長選の結果が注目される。投開票は２０日。
　同市長選は、３期で引退する会田洋市長（６９）の任期満了に伴う。立候補を届け出たのはいずれも無所属新顔の、元市議で学習塾経営の桜井雅浩氏（５４）と、元市職員で保健師の竹内英子氏（４７）＝共産、社民推薦。
　桜井氏は２００４年と０８年の市長選で原発容認を掲げ、慎重派の会田市長に敗れた。福島第一原発事故後に「老朽化した原発から減らす」と考えを変えた。再稼働は「条件付きで容認」としているが、その条件は「当選したら、市民に意見を聞きたい」と言うにとどめている。会田市長のほか、保守系を中心に市議の大半が支持する。
　竹内氏は、地元の脱原発グループ「原発を再稼働させない柏崎刈羽の会」から擁立された。市職員として２０年以上勤務し、福島第一原発事故後には福島県の被災地に派遣され、避難者の支援にあたった経験がある。「原発は過酷事故が起きるという前提に立つべきだ。その上で議論すれば、市民の総意は再稼働ノーになるはずだ」と訴える。
　１０月の知事選では、共産、社民、自由の推薦を受けた米山隆一氏が、原発再稼働を進める自民、公明の推薦候補を破った。米山氏は知事就任後も「県民の命と暮らしが守られない現状では、再稼働は認められない」と姿勢を変えておらず、現時点での再稼働は困難な情勢となっている。
　市長選では原発問題以外にも産業振興や人口減対策などが議論される見通しだ。
　桜井氏の第一声はまちづくりの全般的な目標が中心だったが、最後に原発に触れた。「原子力災害対策特別措置法の改正をお願いしたい。第一条の災害予防の主語が原子力事業者になっている。避難のための道路や除雪体制づくりも予防対策であり、主語は東京電力のみならず、国でなければならない。柏崎の安全や経済の向上を進めるうえで法改正が必要だ」と述べた。
　竹内氏は第一声のほとんどを再稼働問題に割いた。「事故が起きれば長い長い避難生活が始まる。現に福島ではもう６年目だ。再稼働は市民の健康と暮らしと命を危機にさらす。事故の可能性があることに、勇気を持って向き合おう。それを乗り越えた先に、皆が思ったことを率直に語れ、のびのびと暮らせる、安全安心な柏崎の未来が待っている」と訴えた。（渥美好司、北沢拓也）
駆け付け警護は「見殺し回避」　稲田氏、NHK番組で

共同通信2016/11/13 11:48

　稲田朋美防衛相は13日のNHK番組で、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣する陸上自衛隊に対する「駆け付け警護」の新任務付与について「人道的な見地から（自衛隊が）対応できる人を見殺しにしないのが駆け付け警護だ」と理解を求めた。

　任務に伴う武器使用を巡っては「ばんばんと撃って、撃ち殺すようなイメージがあるが、正当防衛と緊急避難の時以外はできない」と強調した。

　同時に、現地の治安情勢に関し「もちろんリスクはあるが、今は活動ができている。緊張感を持って状況を注視していく。任務付与への政治の責任は認識しなければならない」と語った。

グレーゾーン対応で初訓練　警察、海保、自衛隊3機関

共同通信2016/11/13 02:30

　武器を持った漁民が離島に不法上陸したという想定で警察と海上保安庁、自衛隊の3機関が初めて共同で対処訓練を行ったことが12日、政府関係者への取材で分かった。他国と戦争状態とまでは言えないが、警察や海保だけでは対応できない「グレーゾーン事態」への連携を確認。海保と海自は既に海上で同事態への訓練を行っているが、今回は離島が舞台だったため、警察を加えた訓練が実現した。

　沖縄・尖閣諸島では中国公船による領海侵入が常態化。訓練は「特定の国や場所を想定していない」（関係者）が、尖閣の現状を念頭に連携を強化し、積極的な海洋進出を続ける中国への対処能力を高める狙いがある。
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鹿児島県・奄美群島、江仁屋離島

日韓、１４日に軍事情報協定仮署名－韓国メディア
　【ソウル時事】日韓両政府が協議を進める軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）をめぐり、韓国政府関係者は１２日、東京で１４日に３回目の実務者協議を開催し、仮署名すると明らかにした。聯合ニュースが伝えた。
　両政府は年内締結を目指しているが、朴槿恵大統領の親友の国政介入疑惑で非難を強める野党は協議中止を要求。締結が難航する可能性もある。（時事通信2016/11/12-17:22）
日韓、14日に3回目協議　軍事情報の共有

共同通信2016/11/13 16:31

　外務、防衛両省は13日、韓国と安全保障分野の機密情報共有を可能にする軍事情報包括保護協定（GSOMIA）締結に向け、14日に東京の外務省で、両国の外務・防衛当局の3回目の課長級協議を開くと発表した。両政府は年内の協定締結を目指しており、韓国メディアは14日に仮署名すると報じている。

　日本政府は「事前に協議内容についてコメントできない」（防衛省当局者）としている。日本側には韓国の政情混乱の影響を懸念する声がある。

　協議には、外務省の金井正彰・北東アジア課長や韓国の外務、国防担当者が出席する。

日韓軍事情報協定、３度目の実務協議へ　東京で開催
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2016年11月13日16時08分
　韓国国防省は１３日、日韓の防衛情報を共有する基礎となる「軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）」について、３度目の実務協議を１４日に東京で開くと発表した。同省は今週中にＧＳＯＭＩＡに仮署名する方針を明らかにしている。
　韓国の最大野党、共に民主党は１３日、協定交渉の即時中断を改めて求めた。野党３党は交渉中断を求める国会決議の採択を目指している。（ソウル＝牧野愛博）
米国防長官、12月上旬来日へ　軍属縮小の協定署名も

共同通信2016/11/13 02:30
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カーター米国防長官

　日米両政府はカーター米国防長官の12月上旬の日本訪問に向けて最終調整に入った。米側に優先的裁判権が認められている在日米軍属の対象範囲の縮小に向け、日米地位協定を補う「補足協定」の年内署名を目指しており、訪問に合わせ、署名を実現させたい考え。日米同盟の在り方に批判的な姿勢を示していたトランプ次期米大統領の政権発足前に、懸案を着実に進展させる狙いがある。日本政府関係者が12日、明らかにした。

　カーター氏は、稲田朋美防衛相らと会談する見通し。日本が年内の部分返還を目指して米側と調整を図る沖縄県の米軍北部訓練場（同県国頭村、東村）を巡っても協議するとみられる。

＜米国防長官＞１２月上旬、来日へ
毎日新聞社 2016年11月13日 01時04分 (2016年11月13日 09時24分 更新) 


カーター米国防長官＝シンガポールで２０１６年６月４日、ＡＰ
　日米両政府がカーター米国防長官の１２月上旬の来日に向け調整していることが分かった。日本政府関係者が明らかにした。同月４、５日を軸に検討しており、稲田朋美防衛相と会談する見通しだ。優先的裁判権を認めている日米地位協定上の軍属の範囲を縮小するため、地位協定を補足する協定の取りまとめを目指す。
　米軍属の男による女性暴行殺害事件を受け、日米両政府は７月、再発防止を目指して軍属の範囲縮小で合意。これまでの協議で地位協定の運用見直しではなく、法的拘束力のある協定を結ぶことで一致した。トランプ政権発足を見据え、年内の協定署名を目指している。カーター氏の来日は日米協力の成果を再確認し、在日米軍の重要性をアピールする狙いもありそうだ。
　会談では、年内に部分返還される予定の米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）に関しても協議し、沖縄の負担軽減に向けた取り組みも確認するとみられる。【村尾哲】
民進・野田氏「ＴＰＰ、トランプ氏ノーなら引くべき」
朝日新聞デジタル2016年11月13日17時58分

野田佳彦氏
■民進党・野田佳彦幹事長
　（環太平洋経済連携協定＝ＴＰＰについて、安倍晋三）総理の立場なら、アジア太平洋地域で自由貿易圏をつくるとずっと訴え続けてきたわけだから、その意義を改めて（米次期大統領の）トランプさんに（１７日に予定される会談の際に）言って、説得できるかチャレンジするということではないか。
　（トランプ氏が）ノーと言うならば、いま国会で審議していることは意味がなくなる。トランプさんの真意を聞いて、引くべきときは引かざるをえない。発効の見通しのないことを審議しても意味がない。そちらに労力を払うなら、労働時間規制の議論を国会で優先すべきではないか。そこはきちっと、トップとして判断すべきだ。（宮城県石巻市で記者団に）
防衛相「トランプ氏、選挙後演説に変化」　日米関係で 
日経新聞2016/11/13 11:51
　稲田朋美防衛相は13日午前のＮＨＫ番組で、日米関係について「トランプ次期大統領も選挙に勝って、すぐの演説は随分トーンが（選挙中と）違った。どういう政策を実際に打ち出すかは、予断を持たずに注視する」と述べた。安倍晋三首相とトランプ氏の電話協議に触れ「トランプさんからは『日米関係は卓越したパートナーシップで、特別で緊密な関係である』という言葉もあった」と指摘した。
　日米同盟に関して「日本だけでなくアジア太平洋の平和と安定、さらには米国の利益でもある。それは理解してもらえる」と強調。政権移行チームには「日本自身の防衛力の強化、日米同盟の強化、関係国との関係強化、この３つの路線をしっかりとやると説明していきたい」と語った。


防衛省に入る稲田防衛相（５日）
岸田外相、日米同盟の重要性説明＝安倍首相・トランプ氏会談で
　岸田文雄外相は１３日のＮＨＫ番組で、１７日開催予定の安倍晋三首相とドナルド・トランプ次期米大統領との会談に関し、「日米同盟の重要性などわが国の基本的な立場をインプットする機会として会談を活用したい」と述べ、トランプ氏の理解を得るため、首相が日米同盟の意義を説明するとの見通しを明らかにした。
　トランプ氏は大統領選中、日本防衛の義務を放棄するかのような発言をしていたが、先の首相との電話会談では「日米関係を強化したい」とトーンダウンさせている。
　番組で岸田氏は、「アジア太平洋地域との関係維持、安定は米国の国益でもある。日米間で意思疎通を図りたい」とも強調。東・南シナ海で海洋進出を強める中国や、核・ミサイル開発を繰り返す北朝鮮を念頭に、米国に連携の堅持を求めていく考えを示した。
　トランプ氏が反対している環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関しては、「自由貿易を重視する立場から将来に向けて議論をリードしていく。引き続き早期発効に向けて努力する」と語った。　（時事通信2016/11/13-12:49）
外相「日米同盟の考え伝える」　首相とトランプ氏の会談 
日経新聞2016/11/13 9:52
　岸田文雄外相は13日午前のＮＨＫ番組で、安倍晋三首相と米国のドナルド・トランプ次期大統領による17日の会談について「日米同盟をはじめとする日本の基本的考え方を（トランプ氏に）インプットする機会にしたい」と述べ、同盟の重要性を伝える場になるとの認識を示した。
　沖縄県・尖閣諸島についてオバマ大統領は日米安全保障条約の適用対象だと明言したが、岸田氏は「基本的考え方はこれからも変わらない」と強調した。トランプ氏は選挙期間中、同盟のあり方の見直しに言及している。
日本の考え方インプットの機会に　岸田氏、首相とトランプ氏会談で

共同通信2016/11/13 12:07

　岸田文雄外相は13日のNHK番組で、17日に予定されている安倍晋三首相とトランプ次期米大統領の会談について「日米同盟をはじめ、日本の基本的な考え方をしっかりインプットする機会にしたい」と強調した。フジテレビ番組では「（会談を）最大限活用しなければならない。日本の立場を、先手を打って伝えていく」と訴えた。

　NHK番組で岸田氏は、在日米軍駐留経費の負担増を求めるトランプ氏の発言に関し「選挙中いろいろなことを言っていたが、新政権で具体的にどのような政策を進めるか申し上げるのは早い」と指摘した。

外相と防衛相 トランプ氏に外交・安保政策の理解促したい
ＮＨＫ11月13日 11時40分
岸田外務大臣と稲田防衛大臣はＮＨＫの番組「日曜討論」で、今週行われる安倍総理大臣とトランプ次期大統領との会談では、首脳間の信頼関係を構築し、日米同盟の重要性など日本の外交・安全保障政策への理解を促したいという考えを示しました。
この中で、岸田外務大臣は、トランプ次期大統領の就任による日米同盟への影響について、「アジア太平洋地域は国際社会でも最も成長著しい、活力ある地域だ。この地域との関係を維持することはアメリカの国益でもある」と述べました。そのうえで、岸田大臣は、今週１７日に調整されている安倍総理大臣とトランプ氏との会談について、「信頼関係をしっかり作っていくために重要な会談になる。合わせて、日本の外交における日米同盟の重要性など、基本的な立場をしっかりインプットする機会としても活用したい」と述べました。
また、岸田大臣は、沖縄県の尖閣諸島について、「日本の施政権が及ぶ地域では日米安保条約の５条が適用される。日米間で再三確認しており、この基本的な考え方はこれからも変わらない」と述べ、新政権にも引き継がれるという考えを示しました。
また、稲田防衛大臣は、「日本の立場を説明していく必要がある。日米同盟の深化、強化はアメリカにとっても利益であり、日本は応分の負担もしている。日本の防衛力を質、量ともに強化していくことなどを説明していきたい」と述べました。
一方、稲田大臣は、南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に付与する方針の「駆け付け警護」について、「今までは法的根拠がなく、訓練もしていない中で保護した事例がある。そういう場合のことを考え、法的な根拠を与え、訓練もし、助けられる人は保護することを認めていこうということだ」と述べました。そのうえで稲田大臣は、「人道的見地から対応できる人を見殺しにしないというのが『駆け付け警護』で、そのための訓練はやっている。自衛隊員に新しい任務を与える重大さや政治の責任はしっかりと認識していかなければならない」と述べました。
オバマ政権高官 ＴＰＰ推進しアジア太平洋に関与を
ＮＨＫ11月14日 8時27分
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アメリカ大統領選挙を受けて、オバマ政権の高官は、トランプ次期大統領の下でもＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定を推進するとともに、南シナ海で航行の自由を守るなど、アジア太平洋地域に積極的に関与し、アメリカの指導力を維持すべきだと訴えました。
これはオバマ政権の下、ホワイトハウスで安全保障問題を担当するライス大統領補佐官が、アメリカの雑誌の電子版に１２日付けで寄稿したものです。
この中でライス補佐官は「オバマ大統領は就任当初からアジア太平洋地域に焦点を当てて、関与を深め、日本などの同盟国と協力を強化してきた」として、アジア重視政策の成果を強調しました。そのうえで「われわれはその指導力を手放してはならない。南シナ海では緊張が高まり、北朝鮮は挑発行為を繰り返している。アメリカが関与し続けることが不可欠だ」と指摘しました。
そして、トランプ次期大統領の下でもＴＰＰを推進するとともに、南シナ海で航行の自由を守るなど、アジア太平洋地域に積極的に関与し、アメリカの指導力を維持すべきだと訴えました。
トランプ氏は選挙戦でＴＰＰについて離脱すると明言したほか、日本に在日アメリカ軍の駐留経費の負担増額を求めていたため、トランプ氏のアジア政策に関心が集まっています。
孤立主義の衝動に抵抗を＝トランプ氏勝利受け－オバマ氏
　【アテネＡＦＰ＝時事】オバマ米大統領は１２日、ギリシャ紙カティメリニとのインタビューで、米国は大統領選でのドナルド・トランプ氏の勝利を踏まえ、孤立主義に走ろうとする衝動に抵抗し、同盟国と協力していかなければならないと訴えた。
　この中でオバマ氏は「進歩のためには、内向きになろうとする衝動に抵抗し、共有する価値を再活性化するとともに、われわれの政治と経済の仕組みが人々の望む安全と繁栄をもたらすことを保証するため、協力していかなければならない」と強調した。　
　その上で、欧州統合の動きについて「現代における政治・経済で最も偉大な業績であり、欧州連合（ＥＵ）加盟国、米国、そして全世界の利益になる」とたたえた。オバマ氏は１５日からギリシャとドイツを訪問し、その後、ペルーに向かう。（時事通信2016/11/13-07:33）
メール問題再捜査が敗因＝「胸張り裂ける思い」－クリントン氏


米民主党のヒラリー・クリントン前国務長官＝９日、ニューヨーク（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】８日の米大統領選で敗北した民主党のヒラリー・クリントン前国務長官は１２日、自身の私用メール問題に関する連邦捜査局（ＦＢＩ）の捜査再開決定が敗因だったという見方を示した。ワシントン・ポスト紙（電子版）が伝えた。クリントン氏は、敗北について「胸張り裂ける思い」を明かしたという。
　ＦＢＩのコミー長官は１０月２８日、クリントン氏が長官時代に私用メールを公務に使った問題で、新たなメールが見つかったとして捜査再開を議会に書簡で伝えた。しかし、訴追しないという結論は、再捜査後も変わらなかった。
　クリントン氏は１２日の支援者との電話会議で、負けた理由はたくさんあるとしながらも、「コミー氏の書簡が示した疑いは根拠がなかったと証明されたが、私たちの分析では、これが勢いを止めた」と語った。コミー長官が投票２日前に訴追見送りを明らかにしたのも、かえって共和党のドナルド・トランプ氏支持者が多く投票する動機付けになったとも述べた。　
　ポスト紙によれば、電話会議でクリントン氏は、悲しげに笑いながら「胸が張り裂ける思いだ」と話し、「特に皆さんが懸命に働いてくれたので、ものすごくつらい敗北だ」と心情を吐露した。（時事通信2016/11/13-06:23）
トランプ氏と「私は似てる」＝対比を歓迎－ベルルスコーニ元伊首相
　【ローマＡＦＰ＝時事】イタリアのベルルスコーニ元首相（８０）は、米大統領選に勝利したドナルド・トランプ氏について、「実業家としての経歴は全く異なるし、会ったこともないが、（２人には）明白な類似点がいくつかある」と述べ、トランプ氏と対比されることを歓迎した。１２日付の伊紙コリエレ・デラ・セラとのインタビューで語った。


イタリアのベルルスコーニ元首相（左）と次期米大統領トランプ氏（ＡＦＰ＝時事）
　メディア王や名門サッカークラブのオーナーとして知られた元首相は、既成政治に不満を持つ有権者の支持を受け、１９９４年に政界入りした。失言癖もあり、イタリアではコメディアンが２人を「トランポスコーニ」とやゆして対比している。
　元首相は、トランプ氏が同様に「古い政治秩序にうんざりした米国民すべてに選ばれた」と指摘。こうした秩序が「本当の弱者は国家や税、官僚主義などに打ちのめされた国民だと理解せず、『政治的な正しさ』こそ国民に近づく方法だと考える過ちを生んだ」と論評した。　
　その上で「彼に仕事をさせよう。大統領は何をしたかで評価される」と、トランプ氏にエールを送った。（時事通信2016/11/13-05:57）
トランプ氏当選で不透明に＝ＣＯＰ２２、事務レベル協議
　【マラケシュ（モロッコ）時事】当地で開催中の国連気候変動枠組み条約第２２回締約国会議（ＣＯＰ２２）が１２日、会期前半の最終日を迎えた。開幕直前に地球温暖化対策の新枠組み「パリ協定」が発効したため、祝福ムード一色だった会場の雰囲気は、米大統領選で協定からの脱退を公言するトランプ氏の当選で一変。１５日から始まる閣僚協議にも影響を及ぼしそうだ。
　会期前半の事務レベル協議では、各国の温室効果ガス削減の検証手順などパリ協定の実施ルールを２０１８年までに策定する方向で調整している。協定発効の勢いのまま、「当初はスムーズな進行だった」（ＮＧＯ関係者）。
　しかし、トランプ氏当選後は雰囲気が暗転。日本の交渉筋は「会議の合間は米国の政権交代の話題で持ちきり」と明かす。米政府の交渉団は協議の中で、「政権交代まで時間がある。ＣＯＰ２２の成功のため、われわれが責任を持って対応する」と話したという。
　トランプ氏の公約でパリ協定の実効性に即座に影響を及ぼしそうなのが、先進国から途上国への資金支援だ。２０年までに年１０００億ドルの途上国支援を行うことが決まっているが、同氏は支援停止に言及している。
　米国が実際に資金拠出をやめれば、「目標達成は困難になる」（日本の交渉団幹部）。先進国からの支援を当て込んで温室ガス削減目標を作った途上国も多く、先のＮＧＯ関係者は「資金を得られないと分かれば、パリ協定への求心力が失われかねない」と危惧する。
　１５日からの閣僚協議では、パリ協定のルール作りだけでなく、協定の信頼性確保が焦点となりそうだ。（時事通信2016/11/12-18:11）
移民、貿易で強硬姿勢＝トランプ次期政権の「１００日計画」－オバマケア廃止再考も


１０日、米ワシントンで、共和党のマコネル上院院内総務（右）との会談を終えたドナルド・トランプ次期大統領（ＡＦＰ＝時事）
　【ワシントン時事】ドナルド・トランプ次期米大統領には公職経験がない上、型破りな発言の数々から政権運営を不安視する声が根強い。選挙戦終盤に発表し、不法移民対策や貿易政策での強硬姿勢、大幅減税などを打ち出した「１００日行動計画」が、次期政権の実像を探る材料としてにわかに注目を集めている。
　「１００日計画」は選挙戦終盤の１０月２２日、リンカーン大統領が南北戦争中、「人民の人民による人民のための政治」を訴えた演説で知られる東部ペンシルベニア州ゲティスバーグで発表された。「最初の１００日間」を政権運営の試金石として重視してきた歴代大統領に倣い、トランプ氏もこの計画を政策のベースにするとみられている。
　選挙戦で論争を巻き起こした移民政策では、「犯罪歴のある２００万人以上の不法移民の強制退去」や「テロ発生地域からの移民の一時停止」を就任初日に実施すると主張。１００日以内の立法措置として、不法移民の入国を阻止するための壁を対メキシコ国境に建設し、メキシコに費用負担させるという持論も残されている。
　経済政策では、連邦法人税を３５％から１５％に引き下げ、４％の経済成長や２５００万人の雇用創出を目指す考えだ。貿易面では、就任初日に、「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの撤退を宣言」し、中国を「為替操作国」に指定すると約束した。
　他方、オバマ大統領が国民皆保険を目指して導入した医療保険制度改革（オバマケア）は廃止すると記していたが、トランプ氏はウォール・ストリート・ジャーナル紙のインタビューで、オバマ大統領の要請に応じ、再考を「検討する」と明らかにするなど柔軟な姿勢を示した。
　いずれの政策も、実現しようとすれば摩擦を引き起こすのは必至だが、「１００日計画」で示した強硬姿勢一本やりでなく、オバマケアをめぐる対応のように「選挙用」の主張と大統領としての施策を分けて考えている様子も見せ始めている。　
◇トランプ氏の「１００日行動計画」
　【就任初日に実施】
　▽連邦議員の任期を制限する憲法改正を提案
　▽環太平洋連携協定（ＴＰＰ）から撤退宣言
　▽中国を「為替操作国」に指定
　▽犯罪歴のある２００万人以上の不法移民の強制退去
　▽テロ発生地域からの移民の一時停止
　【１００日以内に立法措置】
　▽医療保険制度改革（オバマケア）の廃止
　▽対メキシコ国境への壁建設。メキシコが費用を負担
　▽連邦法人税を３５％から１５％に減税
　▽４％の経済成長目指し、２５００万人の雇用創出
　▽１０年間で１兆ドルのインフラ投資
（時事通信2016/11/12-16:29）
トランプ次期大統領 「メキシコとの国境に壁築く」
ＮＨＫ11月14日 5時41分
アメリカのトランプ次期大統領は、テレビ局のインタビューで、選挙戦で訴えたとおり、メキシコとの国境に壁を築くとともに、犯罪歴がある不法移民を速やかに強制送還する考えを強調しました。
トランプ次期大統領は、１３日に放送されたＣＢＳテレビのインタビューで、選挙戦で訴えたとおり、不法移民を防ぐため、メキシコとの国境に壁を築く考えを示しました。メキシコとの国境の壁についてトランプ氏が考えを明らかにしたのは選挙後初めてと見られ、今回、「一定の地域では壁のほうが適切だ。一部ではフェンスもあり得る」と述べました。
また、「ギャングのメンバーや麻薬密売人など、犯罪歴がある人々を割り出すつもりだ。そうした人々は２００万人か３００万人にも上る可能性があるが、国外に退去させる」と述べ、犯罪歴がある不法移民を速やかに強制送還する考えを強調しました。
そして、そのほかの不法移民への対応については、「国境の管理が確保されたあと、決定する」と述べました。
一方で、１３日に発表されたアメリカＡＢＣテレビなどの世論調査の結果によりますと、大統領選挙でトランプ氏が次期大統領に選ばれたことについて、国民全体の７４％が受け入れると答えていますが、クリントン氏の支持者は３３％がトランプ氏は正当な勝者ではないと答えたということです。
アメリカでは各地でトランプ氏の移民などに対する発言に抗議するデモが続いていて、選挙戦で生じた分断の深刻さをうかがわせています。
トランプ氏 　派手に見えて堅実？　専用ジェットに見る横顔
毎日新聞2016年11月13日 11時30分(最終更新 11月13日 14時04分)




離陸したトランプジェット＝米国・ロサンゼルスで２０１５年１月、チャーリィ古庄氏撮影
　次期米大統領となるドナルド・トランプ氏（７０）は米国でも有数の実業家で、「トランプフォースワン」と呼ぶ専用ジェット機で全米を飛び回っている。「トランプジェット」から垣間見えるトランプ氏の横顔を、航空写真家のチャーリィ古庄氏に聞いた。【米田堅持】 



トランプジェットについて解説するチャーリィ古庄さん＝千葉県成田市のフライトショップ・チャーリイズで２０１６年１１月１１日、米田堅持撮影
　トランプジェットは、航空会社をトランプ氏が所有していた１９９０年代から一貫して「ＴＲＵＭＰ」の文字が目立つように描かれている。チャーリィ氏は「自らの名前を機体に大きく描くケースは珍しい」と言う。「セキュリティーや広い国土の移動効率から実業家がプライベートジェットを所有することは珍しくない。しかし、セキュリティーという観点から考えると、誰が乗っているかが一目でわかるのは好ましくない。企業ロゴなどはドアなどに小さくあしらうのが一般的だ」という。 
　機体の選定からもトランプ氏の考え方がうかがえる。「９０年代前半は、所有していた会社で使用していたボーイング７２７－１００を使い、その会社の航空機に準じた白を基調とした塗装だった」という。「小型でも別の機種にすれば、その機体だけのために費用が発生する。プライベートジェットとしては大きなサイズでも、自社と同型機を使うことで『トランプシャトル』をＰＲするとともに無駄を省いたのだろう」と９０年代初めに撮影した写真を前に解説してくれた。 
　航空会社を手放してからのトランプジェットは、黒を基調とした塗装に変わった。「９０年代後半に撮影された写真を見ると、登録番号が米国登録であるＮではなく、バミューダで登録されたことを示すＶＲに変わっていることがわかる。税金対策などで登録を変更したのではないか」とチャーリィ氏は推測する。 
現行機はアレン氏から購入した２０年中古 
　現在のトランプジェットは、マイクロソフトの共同創業者で、戦艦武蔵の探索で日本でも有名なポール・アレン氏から２０１１年に譲り受けたボーイング７５７－２００だ。全長４７．３メートルと、それまでのボーイング７２７－１００や格安航空会社で使用されるボーイング７３７やエアバスＡ３２０などより一回り大きい。 
　「９１年製造の機体を２０１１年に購入しているが、小型のプライベートジェットならば新造機が無理なく購入できる金額だ。７５７は機体が大きいので、シャワーやベッドなどを備えるには広くて造りやすいうえ、もともとＶＩＰ機だったことを考えると改修にそれほど費用がかからないということもあったのだろう」と話す。 
　１３年にトランプ氏がボーイング社株購入を表明したときには、米国の有力紙「ウォール・ストリート・ジャーナル」の電子版で、株だけではなくドリームライナー（ボーイング７８７）を買うべきだと皮肉られている。チャーリー氏は「彼ほどの財力があれば、２０年落ちの中古機を買わなくてもと思うだろうが、派手に見えても無駄なお金は使わないという実業家らしいしたたかな計算がうかがえる」という。 
　目立つことを優先したように見えるトランプジェットは、旅客機のようにフライトスケジュールは公開されない。「プライベート機を撮影できる機会は偶然に左右される。何度となく渡米して、現在のトランプジェットをロサンゼルスで撮影したのは１５年１月だった」とチャーリィ氏。トランプジェットの行き先の見通しは難しく、撮影には苦労した。 
　今後、日本でトランプジェットを見る機会はあるのか。「大統領就任後は大統領専用機の『エアフォースワン』で移動することを考えると難しいだろう」とチャーリィ氏は語った。 
＜トランプの米国＞（下）　外交「モンスターにはならない」

東京新聞2016年11月13日 朝刊

	 トランプ氏の政策展望を語るジョージメーソン大のバックリー教授＝石川智規撮影
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　米ジョージメーソン大法学部のフランシス・バックリー教授は、ドナルド・トランプ次期大統領の長男ジュニア氏のスピーチライターを務める。きっかけは自著「ザ・ウエイ・バック（回帰）」。努力すれば成功できる「アメリカン・ドリーム」が実現できる社会を再び取り戻す重要性を説いた内容がトランプ氏の目に留まり、陣営入りした。

　「トランプ氏や彼の家族にあらゆる提案をした」。こう明かすバックリー氏は、トランプ氏の外交政策について「ジョージ・ブッシュ前大統領の時のように、米国が外交上のモンスターになることは避ける」と断言する。

　ブッシュ政権は、自由と民主主義を守る「世界の警察官」を自任。国連安全保障理事会での議論を一方的に打ち切り、イラクに対する軍事行動に踏み切った姿勢は「力任せの単独行動主義」として内外から猛烈な批判を浴びた。

　オバマ政権は国際協調主義を掲げ、イラン核合意、キューバとの国交回復など一定の成果を挙げたものの、イラクからの米軍の完全撤退が結果的に過激組織「イスラム国」（ＩＳ）の勢力拡大を招き、北朝鮮には四度、核実験を許した。

　トランプ氏は選挙戦を通じ、「世界の警察官を務める財政的な余裕はない」と繰り返した。九日の勝利演説でも「国際社会に伝えたい。われわれは米国の利益を第一に考えるということだ」と訴えた。「世界の警察官」を掲げたブッシュ政権の「一国主義」とは全く異なる、利益優先の孤立主義だ。

　トランプ氏が十月下旬、南北戦争の激戦地・ペンシルベニア州ゲティズバーグで発表した大統領就任後の「百日行動計画」には、国内のインフラ投資や雇用再建など内政関連の公約がほとんどを占める。

　世界中に「力の空白」が生まれた場合、最も喜ぶのは、ウクライナ危機やシリア内戦で関係がすっかり冷え込んだロシアだろう。トランプ氏はビジネスを通じてロシアと深い関係があり、選挙中もプーチン大統領の指導力を評価していた。実利優先のトランプ政権は、日ロ接近を警戒するオバマ政権とは違う。日本との北方領土交渉を控える中、経済協力を最大限に引き出しやすいとの算段も働くだろう。

　トランプ氏の内向きな「自国第一」主義。その代価は日本や世界に振り向けられようとしている。　（ワシントン・石川智規）

＜トランプの米国＞（中）　雇用「日本が奪っている」

東京新聞2016年11月12日 朝刊
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　ドナルド・トランプ氏が大統領選に勝ったショックで九日は日経平均が一時一〇〇〇円超も急落した東京市場。その後は同氏の打ち出す公共事業への期待で反転したが、戻らない企業も。日産自動車は八日に比べ７％も落ちたまま。マツダも６％、スズキも３％下げたままだ。「同氏の政策が実現すれば最も打撃を受けるのが自動車産業だから」。証券マンが解説する。

　「彼らはあなたたちの雇用を奪い、メキシコで車を造っている。これを止める」。投票直前の深夜、同氏はミシガン州グランドラピッズで熱弁した。七年前ゼネラル・モーターズの工場が閉鎖された街。「雇用を守るため米国で売るものは米国で作れ」という同氏の保護主義的政策は同州などの白人労働者階級をつかみ、勝利の決め手に。北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）見直しや「日本車に米国産牛肉と同じ高関税を課す」との主張は早くも日本企業に影響している。

　「メキシコ工場の設置はしばらく様子見とする」。神戸市のバンドー化学の吉井満隆社長は九日、自動車用ベルトの工場建設の調査を凍結すると表明。日本の自動車関連メーカーなどはメキシコから米国への輸出関税がかからないＮＡＦＴＡを活用、人件費の安いメキシコで作った製品を米国輸出する。日産やトヨタ自動車は工場新設も予定するが、国境に「高関税の壁」が造られれば、戦略は根底から覆る。マツダの小飼雅道社長は十日、「就任後の戦略を注視するしかない」と表情を硬くした。

　「アップルはアイフォーンを中国でなく米国で作るべきだ」と繰り返すトランプ氏。かつての貿易摩擦では日本が批判されたが、同氏の標的は多国籍企業自体。今はアップルなどの生産体制に組み込まれる日本メーカーも多い。「下請けの下請け」として中国メーカーの工場に部品輸出する電機メーカー幹部は「中国からのアイフォーンに高関税がかかれば、値引き要求が厳しくなる」と心配する。

　「一番怖いのは雇用の奪い合いになること」。埼玉県の自動車部品メーカーの労組幹部は警戒する。「米国での現地生産をさらに強いられれば、各社の国内工場の雇用が維持できない」

　慶応大の渡辺頼純（よりずみ）教授（国際政治経済論）は「保護主義が第二次大戦の一因になった反省から、各国は互いに関税を引き下げ、経済成長の果実を享受してきた。ルールを主導してきた米国が保護主義に転じようとする今は重要な分水嶺（れい）にある」と話している。　（伊藤弘喜、妹尾聡太）

＜トランプの米国＞（上）　ＴＰＰ否定「貿易は２国間で」

東京新聞2016年11月11日 07時06分

 　米大統領選で共和党の不動産王ドナルド・トランプ氏（７０）が勝利した。勝利宣言で国際社会に向け「われわれは常に米国の利益を第一とする」と「自国第一主義」を表明したリーダーが率いる超大国に、日本と世界はどう向き合っていくのか。

◆重要閣僚候補のブレーン語る

　【ワシントン＝石川智規】ドナルド・トランプ米次期大統領が、同氏の外交アドバイザーのマイケル・フリン元国防情報局長を国防長官や大統領補佐官（国家安全保障問題担当）に起用することを検討していることが１０日分かった。複数の米メディアが報じた。

　米大統領選まで一カ月を切った十月中旬。トランプ氏の外交アドバイザーを務めるマイケル・フリン米国防情報局（ＤＩＡ）元局長の姿が東京にあった。来日の目的は日本政界関係者との意見交換。菅義偉（すがよしひで）官房長官や与野党の国会議員らと精力的に会談を重ねた。

　「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）が良いとか、悪いとかではない。トランプ氏は貿易交渉は二国間でやるべきで、多国間協定はだめだと言っている」

　フリン氏は、共和党にパイプを持つ民進党の長島昭久元防衛副大臣との会談で言い切った。フリン氏は、トランプ政権で要職就任が有力視され、発言は重い。大統領選で過激な言動を繰り返したトランプ氏の姿勢は「大統領に就任すれば変わる」とも語っているが、フリン氏の言葉通りならＴＰＰの発効は見通せない。

　安倍政権はＴＰＰをアベノミクスの柱と位置付け、安全保障上の意義も大きいと強調。経済、軍事面の双方で台頭する中国を、日米主導のルールに組み込んでいくと説明していた。だが、トランプ氏の登場で論理は崩れようとしている。

　トランプ氏は、日米安全保障条約に基づく日米同盟の見直しにも言及。「巨額の経費を費やす余裕はない」と、日本が在日米軍の駐留経費負担を大幅に増やさなければ、撤退もあり得るとの考えを示したこともある。フリン氏は来日時、与野党議員が同席した会合で「米国の安保政策は変わらない」と伝える一方「むちゃくちゃにはしないが、継続ではなく新しいものをつくりたい」と説明した。

　安倍政権は昨年、安全保障関連法を成立させるなど、米国との軍事的な連携強化を進めてきた。「新しいもの」の具体像は見えないが、安保条約を「不公平だ」と指摘するトランプ氏が日本の予想を上回る軍事協力を求めてこないとも限らない。

　安倍政権はトランプ氏周辺との関係づくりに全力を挙げ、日本の立場への理解を求めていく方針。だが、大統領選でのトランプ氏勝利の報に、政府高官から「どうやって連絡を取ればいいのか」との声が上がったほど、パイプは細い。これまで頼ってきた「ジャパン・ハンドラー」と呼ばれる米知日派のほとんどが「反トランプ」に回ったためだ。日本政界ではフリン氏以外の具体名は聞こえてこない。安倍晋三首相が早くもトランプ氏に会談を要請したり、首相補佐官の米国派遣を決めたりと慌ただしい動きが、政権が受けた衝撃の大きさを物語っている。　（金杉貴雄）

トランプ氏安保顧問「日本、積極的役割を」　中国の影響拡大念頭

東京新聞2016年11月12日 夕刊

 　【ワシントン＝石川智規】共和党のトランプ次期大統領の安全保障顧問は、トランプ氏が日本に対し、中国の海洋進出拡大を念頭に「アジアでのより積極的な役割」を期待していることを、ロイター通信の取材に明らかにした。

　同通信が十一日、伝えた。トランプ氏と安倍晋三首相は十七日、ニューヨークで初会談する予定。トランプ氏は選挙中も日本などに駐留米軍経費の負担増などを求めており、安全保障上の貢献を今まで以上に求める可能性がある。

　この顧問は匿名を条件にした取材で、中国が南シナ海の海洋開発を進め軍事費を拡張させることや、北朝鮮が核兵器開発を進めている現状を指摘。「日本に安全保障上の役割をさらに求めることは、海外でより自由な自衛隊の活動を許すタカ派的な安倍首相の政策と合致する」と述べた。

　またトランプ氏が就任後間もなく、戦艦十数隻を新たに建造する予算案を提出するとし、中国に向け「米国は長期にわたりアジアにとどまるという意思をメッセージとして送る」と述べた。

　一方、トランプ氏は十一日、オバマ政権からの引き継ぎや新閣僚らの人選を進める政権移行チームの改造を発表。組閣について「間もなく重要な決定をする」とツイッターで明かした。

オバマ政権、ＴＰＰ断念＝発効は絶望的に－米報道
　【ワシントン時事】米紙ウォール・ストリート・ジャーナルは１１日、オバマ米政権が来年１月までの任期中の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の議会承認取得を断念したと報じた。次期大統領に決まった共和党のドナルド・トランプ氏は「ＴＰＰ離脱」を掲げており、現状での協定の発効は絶望的になった。
　オバマ大統領はこれまで、任期中にＴＰＰ実施法案を議会に提出し、承認を得たい考えを示してきた。しかし、ＴＰＰを激しく批判するトランプ氏が大統領選で勝利し、多数派の共和党上院トップが９日、年内の審議を見送る意向を表明していた。
　米議会の通商顧問は時事通信の取材に「実施法案は用意できており、政治決断があれば提出できる」と語ったが、上下両院指導部の同意を得るのは難しいとみられる。また、バイデン副大統領の前経済顧問は１１日、ツイッターに「信頼できるさまざまな情報源が『オバマ大統領は議会からの承認取得を目指さないだろう』と語った」と投稿した。同紙は同様の情報に基づき「断念」を報じたようだ。
　一方、ローズ大統領副補佐官は１１日の会見で、オバマ大統領が来週末に訪れるペルーでＴＰＰ参加国と協定の必要性を確認する方針だと述べた。経済、戦略上重要なアジア太平洋地域に「次期大統領、議会も焦点を当てていく必要がある」とした。（時事通信2016/11/12-10:49）
ＴＰＰ 参院できょうから本格的論戦へ
ＮＨＫ11月14日 4時03分
ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案と関連法案は、１４日から参議院の特別委員会で本格的な論戦が始まり、アメリカの次期大統領に選ばれたトランプ氏が協定からの離脱に言及していることなどを踏まえた質疑が行われます。
ＴＰＰ協定の国会承認を求める議案と関連法案は、先週の１１日に参議院で審議入りし、アメリカの次期大統領に選ばれたトランプ氏が選挙期間中、協定からの離脱に言及するなど、保護主義的な主張を繰り返してきたことをめぐって質問が相次ぎました。
これに対し、安倍総理大臣は「ＴＰＰ協定を承認し、自由で公正な貿易投資ルールをけん引する意志を示せば、保護主義のまん延を食い止める力になる。日本が主導することで、早期発効に向けた機運を高めていく」と述べたうえで、アメリカなどに国内手続きを終えるよう働きかけていく考えを示しました。
１４日は参議院の特別委員会で、安倍総理大臣の出席を求め、総括的質疑が行われることになっていて、参議院での本格的な論戦が始まります。この中では、オバマ政権がトランプ氏や共和党の反対を踏まえ、来年１月までの残りの任期中に議会で関連する法案の承認を得ることを断念したと、アメリカの複数のメディアが伝えたことなどを受け、政府の対応をめぐって質疑が行われます。
また、安倍総理大臣が今週の１７日に調整されているトランプ氏との会談でＴＰＰをめぐりどのような意見交換を行いたいと考えているのかなどについても、論戦が交わされる見通しです。
しんぶん赤旗2016年11月13日(日)

ＴＰＰ　安倍政権　これでも強行か　オバマ政権断念　米紙報道　議会の承認得られず

　【ワシントン＝島田峰隆】米紙ウォール･ストリート･ジャーナル(電子版)は１１日、オバマ米政権が来年１月の任期終了までに環太平洋連携協定(ＴＰＰ)の議会承認を得ることを断念したと報じました。次期大統領の共和党のドナルド・トランプ氏はＴＰＰからの離脱を掲げており発効は極めて困難な情勢です。

　オバマ大統領は、大統領選終了後から次期政権が発足する来年１月２０日までの期間にＴＰＰを承認するよう議会に圧力をかけていました。しかしトランプ氏の当選を受けて、共和党のマコネル上院院内総務が年内採決の可能性を改めて否定。ライアン下院議長（共和党）も現状の内容での承認には反対する姿勢を変えていません。

　ウォール･ストリート･ジャーナル紙は「議会の承認を得られなかったことはオバマ氏にとって苦い敗北となった｣｢ＴＰＰの失敗は米国で反貿易感情が高まる中で起きた｣と指摘しました｡

　バイデン副大統領の前経済顧問は１１日、「信頼できるさまざまな情報源が“オバマ大統領は議会からの承認取得を目指さないだろう”と語った」とツイッターで述べました。

　一方、ローズ大統領副補佐官は同日の会見で、ペルーで今月開かれるアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議で「オバマ氏はＴＰＰ参加国の首脳らと貿易問題の行方について話し合う」と語りました。

オバマ政権がＴＰＰ断念　日本、急ぐ理由失う

東京新聞2016年11月13日 朝刊

 　オバマ米政権は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の議会承認取得を断念した。ホワイトハウス高官が十一日、表明した。来年一月に就任するトランプ次期大統領はＴＰＰからの脱退を明言しており、現状での協定発効は絶望的になった。安倍政権が、参院で審議中のＴＰＰ承認案と関連法案の採決を急ぐ理由はなくなった。
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　アデエモ米大統領副補佐官（国家安全保障・経済担当）は電話記者会見で、ＴＰＰの取り扱いは「議会と次期大統領が協議することになる」と述べた。同席したローズ副補佐官も「国内の政治情勢は理解している」と議会承認は難しいとの考えをにじませた。

　オバマ大統領はＴＰＰを政治的遺産（レガシー）にしたい考えだったが、米上院の過半数を制した共和党の重鎮が来年一月までの議会で承認する可能性を否定。オバマ氏は在任中の承認を諦めざるを得なくなった。トランプ氏が翻意しなければ、現在の協定が発効する可能性はなくなる。

　ＴＰＰの発効は参加十二カ国で経済規模が一、二位の日米両国の批准が必要条件になっている。

　一方、安倍政権は十日に承認案を衆院通過させた。オバマ氏の在任中に米議会がＴＰＰを承認するわずかな可能性を後押しする狙いだったが、思惑が外れた。安倍晋三首相は今国会での承認を目指す方針を崩さず、トランプ氏の説得に乗り出すとみられる。

　これに関し、民進党の蓮舫代表は十二日、青森市内で記者団に「なぜ、こんなに急ぐのか。誰のために国会を動かして審議するのか」と批判した。（城島建治、ワシントン・石川智規）
ＴＰＰ参加国は静観　承認手続き急ぐ日本 参院審議入り

東京新聞2016年11月12日 朝刊

 　参院本会議は十一日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案の審議に入った。ＴＰＰからの脱退を明言するドナルド・トランプ氏が米国の次期大統領に決まったが、安倍晋三首相は「国益に合致する道を自ら進める」と強調、衆院に続き参院でも強気の姿勢を崩さなかった。参加各国が次期大統領の動向を静観する中、日本だけが国内手続きを急ぐ形となっている。　（矢野修平）

　トランプ氏は大統領選で「ＴＰＰは米国の製造業に致命的な打撃をもたらす」と訴え、大統領就任と同時にＴＰＰから脱退すると明言している。経済規模の大きい米国の承認がなければ協定は発効されず、日本が成長戦略の柱と位置付けるＴＰＰ実現の見通しは立たない情勢だ。

　こうした状況を受け、質疑で共産党の紙智子氏が「アメリカが離脱の方向にあり、審議の前提が崩れている」と指摘。安倍首相は、トランプ氏がＴＰＰに反対していることには「予断を持ってコメントすることは差し控える」と述べ、「わが国がＴＰＰを承認すれば、保護主義の蔓延（まんえん）を食い止める力になる」と早期承認の意義を改めて説明した。
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　しかし、多くのＴＰＰ参加国は米次期大統領の動向を見極める姿勢を取る。日本と同じく承認を急ぐニュージーランドの議会も、野党が「無駄な努力だ」と反発を強めている。

　安倍首相は「今後あらゆる機会をとらえて、米国など参加国に国内手続きの早期完了を働きかける」と述べたが、トランプ氏が早々に「公約」を取り下げ、米国がＴＰＰ承認に動く可能性は低いと言える。

しんぶん赤旗2016年11月13日(日)

ＴＰＰ・沖縄…安倍政権と対決　野党統一議員の質問から

　夏の参院選を野党統一候補としてたたかい、当選した１１人の参院議員。今国会では環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や沖縄問題、社会保障など、さまざまな分野で安倍政権と対決しています。質疑の一部を紹介します。
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（写真）舟山康江議員


ＴＰＰ　食の安全脅かす

　焦点のＴＰＰでは、舟山康江（山形）、桜井充（宮城）、森ゆうこ（新潟）の３議員が質問しました。

　舟山氏は、国家の主権や今ある規制制度が失われる恐れを指摘。薬価の価格設定に外国企業が加わる可能性や、食の安全にも外国企業が介入する規定をただしました。石原伸晃ＴＰＰ担当相は「他国の利害関係者の参加を認める規定があるのは事実」と認め、塩崎恭久厚労相も「（外国企業が）協議することを排除する理由は全くない」と答弁。遺伝子組み換え食品や添加物の規制基準引き下げの危険性があらわになりました。（１０月５日、予算委員会）
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（写真）桜井充議員


　桜井氏は、ＴＰＰで農家の所得向上につながるのか、農林水産物輸出額１兆円の根拠は、と追及。政府は「所得がどの程度向上するか、具体的に答えるのは困難」と述べ、明確な答弁ができませんでした。桜井氏は、ＴＰＰでバラ色の未来を示しているが「掛け声だけだ。ほとんどの農家は不安を持っている」と指摘しました。（１０月２７日、農水委員会）
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（写真）森ゆうこ議員


　森氏は、新潟県知事選で野党統一の米山隆一氏が当選した背景に、コメどころ新潟県の農家のＴＰＰに対する怒りがあると強調。「安倍政権の政治が、特に地方の生活、産業にとって何もいいことがないのが根底にある」と迫りました｡（１０月２７日､農水委員会）
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（写真）伊波洋一議員


沖縄　差別暴言を批判

　伊波洋一議員（沖縄）は、オスプレイパッド建設問題を追及。機動隊員が市民に「土人」などと差別発言したことを批判すると、稲田朋美防衛相も「大変不適切で残念な発言」と認めざるを得ませんでした。また環境アセスメントがオスプレイでなくヘリコプターを対象機種にしていることなど、ずさんな実態を明らかにしました｡（１０月２０、２５、２７日、外交防衛委員会）
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（写真）杉尾秀哉議員


放送介入を追及

　元ニュースキャスターの杉尾秀哉議員（長野）は、安倍政権の放送への介入を批判。自民党によるキー局の報道に対する注文や、高市早苗総務相の放送局の電波停止発言で「テレビ局に自粛ムードが広がっている」と指摘。「権力の行使は抑制的であるべきだ」と求めました。（１０月１１日、総務委員会）
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（写真）木戸口英司議員


大学交付金拡充

　木戸口英司議員（岩手）は、国立大学の運営費交付金が▽地域貢献型▽特色のある教育研究型▽世界で卓越した教育研究型―の３類型に分けて配分されている現状に対し、「大学間の格差の拡大・固定化への危機感がとりわけ地方で強い」と指摘。地方国立大の人文社会系学部、大学院の役割は大きいとして、運営費交付金の拡充を要求しました。（１０月２０日、文教科学委員会）
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（写真）宮沢由佳議員


子育て支援を

　宮沢由佳議員（山梨）は子育て問題を追及。長時間労働、土日出勤という働き方の中で父親が育児学級に参加できない実態があるとして、「父親が育児学級に行くときには休暇が取れ、親になるため社会全体が応援しているんだという機運を醸成すべきだ」と指摘しました。（１０月２０日、文教科学委員会）
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（写真）足立信也議員


福祉で雇用創出

　足立信也議員（大分）は、社会保障と成長戦略について質問。安倍政権の「成長の果実を社会保障に分配する」という思考を「非常に古い考え方」と批判し、「福祉や健康、医療、介護を充実させることが雇用と新しい産業を創出して好循環を生む」と強調しました。（１０月２５日、厚生労働委員会）

日印 原子力協定署名　政権、原発輸出を優先 両首脳が合意

東京新聞2016年11月12日 朝刊
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　安倍晋三首相は十一日、インドのモディ首相と官邸で会談し、日本の原発輸出を可能にする原子力協定に最終合意した。署名式にも立ち会った。インドは事実上の核保有国で、核拡散防止条約（ＮＰＴ）に加盟していない。日本はこれまでに十三カ国・一機関と協定を結んでいるが、現時点での非加盟国はインドが唯一となる。政府は来年の通常国会での承認を目指す。

　両首脳は、インドが核実験をした場合に協力を停止することで合意したが、別文書で確認するにとどまった。協定署名後の共同記者発表で、安倍首相は「インドを国際的な核不拡散体制に実質的に参加させることにつながる」と述べた。

　協定では、原子炉や核燃料、核関連技術の提供などは平和目的に限るとした。提供された核物質や技術の平和目的外の使用、核爆発装置の研究や開発のための使用を禁止した。

　平和目的外で使用した際の措置などは記述がなく、協定の終了について、当事国の一方が書面で通告してから一年後にできると定めたのみ。別文書で、インドが核実験の一時停止を表明した二〇〇八年の声明を協力の「基礎」とし、これに変更がある場合は、日本側が協定終了の手続きを開始できるとした。日本はＮＰＴ非加盟だった中国やフランスと協定を結んだが、九二年に両国は加盟した。第二次安倍政権以降での協定署名は、アラブ首長国連邦とトルコに次ぎ、三番目。

　安倍首相は、日本の新幹線方式を導入するインド初の高速鉄道計画について、ムンバイとアーメダバード間（約五百キロ）で一八年に着工し、二三年の開業を目指すことを明らかにした。

被爆国「核なき世界」に逆行

東京新聞2016年11月12日 朝刊
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　安倍晋三首相とインドのモディ首相が署名した日印原子力協定により、安倍政権が成長戦略の一環として進める原発の海外輸出は核拡散防止条約（ＮＰＴ）の非加盟国に広がった。国連で先月、核兵器禁止条約の制定を求める決議案に反対したのに続き、被爆国として核兵器廃絶を訴えるべき立場に逆行する行動が続いている。

　日本が原発輸出を決断したのは、米国の存在が大きい。米国など主要先進国でつくる「原子力供給国グループ（ＮＳＧ）」は二〇〇八年にインドが核実験の自発的な凍結を続ける声明を出したことを受け、原発輸出を特例的に解禁。米国は同年に協定を結び、今年六月には六基の原発建設で基本合意した。

　安倍首相は協定署名後の共同記者発表で、協定について「核兵器のない世界を目指すわが国の立場に合致する」と強調した。だが、今回の協定では、原発技術を軍事転用する懸念が消えたわけではない。

　協定には、インドが国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の査察を受け入れることも盛り込まれたが、査察できる施設は一部に限られる。日本の協力分野には、使用済み核燃料からプルトニウムを取り出す再処理や高濃縮ウランの生産など、核兵器開発にすぐに転用できる技術もある。

　ＮＰＴ体制の弱体化が指摘される中、今回の協定が核軍縮に逆行する動きにつながれば、被爆国としての訴えの説得力は大きく揺らぐ。　（宮尾幹成）

合区解消、相次ぎ要望＝次期参院選で実現を－地方団体
　７月の参院選で初めて導入された合区について、全国市長会や全国町村会が早期の解消を求める決議を近く採択する方針であることが分かった。これに先立ち全国町村議会議長会は９日、合区解消決議を全会一致で採択。地方団体では、全国知事会が７月、いち早く決議しているが、市町村レベルに広がることで、２０１９年の次期参院選までに解消を求める動きが加速しそうだ。
　７月の参院選では、鳥取と島根、徳島と高知の各選挙区がそれぞれ合区されたが、島根以外の３県では投票率が過去最低を更新し、「地域の声が届かなくなる」との懸念も高まっている。
　町村議長会の決議は合区について「人口の少ない地方の切り捨て」などと批判。「人口の多寡にかかわらず、地方の意見を十分国政に反映できる地方創生にふさわしい仕組みを構築すべきだ」と訴えている。
　市長会は、中国・四国両支部の要望を受け、１７日に東京都内で開催予定の役員市長らの会合で、合区解消に関する決議案を採決する方針。町村会も１６日、全国の町村長が集う都内の大会で、合区対象となった４県の町村会長の提案を受ける形で決議を行う。全国都道府県議会議長会も同様の決議案を検討している。　
　ただ、知事会決議が「憲法改正についても議論すべきだ」と求めたのに対し、町村議長会は改憲に言及せず、市長会、町村会も「改憲には時間がかかる」との理由から踏み込まない見通し。合区解消の手段をめぐり、温度差も生じている。（時事通信2016/11/12-14:40）
千葉日報／2016/11/13 12:05
社説　一層、強固な日米関係を／「世紀の番狂わせ」米大統領選

　「世紀の番狂わせ」。スポーツの試合結果のようだが、今回の米大統領選の表現としてこれ以上ぴったりくる言葉はない。世界中のメディアが有利とした民主党候補のヒラリー・クリントン前国務長官（６９）を逆転、共和党候補の実業家、ドナルド・トランプ氏（７０）が勝利した。銃規制や不法移民対策、過激派組織「イスラム国」（ＩＳ）の掃討、対中・露・北朝鮮外交など内憂外患の超大国。国民はその再生を公職経験のないリーダーに託した。在日米軍駐留経費の負担増、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への反対を表明するなど、日本にとっては“難敵”だが、アジアの平和、安定に欠かせない、強固な日米関係の構築が急がれる。
　「米国を再建し、アメリカンドリームを復活させる」
　勝利演説でトランプ氏は高らかに宣言した。共和党にとって８年ぶりの政権奪還。選挙期間中の排外主義や女性蔑視など、過激、奔放な言動から一時は泡沫（ほうまつ）候補扱いもされたが、オバマ氏らによる既存の政治が米国の衰退を招いたと感じる国民に支持を広げた。初の女性米大統領を目指したクリントン氏だったが、公務で私用メールを使った問題が最後まで響き最終盤での逆転劇を許した。
　トランプ氏はまた「私は全ての国民の大統領となる」と融和結束を強調。「米国益が常に最優先だが、どの国とも公平に付き合う」とも述べた。しかし内外に多くの課題を抱え、１月の就任直後から手腕が問われる。
　米国内では年間３万人以上が銃によって死亡しており、銃犯罪対策は喫緊の課題。１１００万人以上とされる不法移民は貴重な労働力だが、治安悪化を懸念する声も根強い。人種間の融和も重い課題だ。白人警官による黒人射殺が相次ぎ、報復とみられる警官銃撃も続いた。外交・安全保障では、対テロ戦や中国とロシア、核開発を行う北朝鮮の対応が難題。
　安倍首相は１０日、さっそくトランプ氏と電話会談。ニューヨークで１７日に会談することで一致したという。脱退を主張していたＴＰＰや、在日米軍駐留経費の負担増を巡る協議が焦点。すご腕の実業家は厳しい相手だが、アジア太平洋地域の平和と繁栄の確保に向け、新大統領と日米同盟を一層深化、発展させていかねばならない。

富山新聞／2016/11/13 4:05
社説　安倍・トランプ会談／日米同盟の理解促したい

　安倍晋三首相と次期米大統領に選ばれたトランプ氏が、１７日にニューヨークで会談する見通しとなった。大統領選直後の異例の「首脳会談」を安倍首相が持ちかけたのは、トランプ氏の孤立主義的な傾向が続けば、日米同盟が根本から揺らぎかねないという危機感からであろう。
　日米安保条約を「不公平」と決めつけ、在日米軍撤退にも言及するトランプ氏の対日外交に不安を抱かざるを得ないが、歴代米大統領では考えられない言動は、日米同盟の意義と実態についての知識不足や誤解も一因とみられる。日米同盟は米軍による日本防衛にとどまらず、アジア太平洋地域の安定に必要な「公共財」であり、それによる地域の安定は米国の国益でもあるという認識を日米両政府は共有してきた。日本としては、外交・安全保障に関するトランプ氏の本心をつかみ、日米同盟の理解を促す努力が必要である。
　具体的な課題の一つは米軍駐留経費の負担のあり方で、トランプ氏は大幅な負担増を日本に求めている。応分の負担をしなければ米軍を引き揚げるというが、日本の負担額は決して少なくはない。条約上の支払い義務を超える協力を続けており、過去５年間の負担額は「思いやり予算」だけで１兆円近い。米軍が駐留する韓国やドイツなどよりはるかに多いことを丁寧に説明すれば、分かってもらえるのではないか。
　米共和党は日米同盟の重要性をよく理解している。民主主義のリーダー国として「強い米国」をめざす同党は、オバマ大統領の「弱腰外交」が、ロシアや中国による現状変更や過激派組織の台頭を促したと批判している。大統領選で対立したトランプ氏との関係を修復し、有能な外交・安保の専門家を政権に配してトランプ氏を支えることが望まれる。
　トランプ氏も中国の海洋進出やサイバー攻撃に強い懸念を示している。北朝鮮の核・ミサイル開発が米本土を脅かすレベルに至っていることも十分認識していよう。大統領選勝利演説の内容は穏当で品性も感じさせ、現実的で柔軟な政権運営を予感させる。

デーリー東北／2016/11/13 0:05
社説　トランプ氏と日米関係／まずは首脳間の信頼築け

　強固な日米同盟が米国のアジア政策の要であり続ける—。過去半世紀以上、歴代の米国大統領は共和党であろうと民主党であろうと、日本との同盟関係の維持、強化を掲げ続けてきた。
　米国外交のこれまでの常識にとらわれない共和党のトランプ氏が大統領選に当選したことで、日米関係の前途には不透明感が漂っている。
　トランプ氏は選挙期間中、数々の「暴言」で物議を醸した。「米国第一」を掲げ、対外的には孤立主義、保護主義的な主張が際立っていた。安倍政権が成長戦略の柱と重視する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）には強く反対、発効は当面絶望的だ。
　日本に関する発言では、日本による「日米安保ただ乗り論」を展開して、日本政府が在日米軍駐留経費を全額負担しない場合には米軍を撤退させる可能性にも言及。その代わりに日本の核武装を容認するという、暴論としか言えない考えも表明した。
　相手候補との違いを際立たせようとして主張や発言が必要以上に先鋭化するのは選挙戦の常だ。トランプ氏も選挙後の勝利宣言では、国際社会に対して「敵意や摩擦ではなく、パートナーシップを追求する」と融和的なメッセージを発した。
　さらに安倍晋三首相との電話会談では、日米同盟の意義を強調した首相に「日米関係は卓越したパートナーシップであり、特別な関係を強化していきたい」と応じた。２人は１７日にニューヨークで会談する方向だ。
　安倍首相は、まずはトランプ氏との間で個人的な信頼関係を築くことに努め、日米同盟によってアジア太平洋地域の平和と安定を維持していくことの重要性を確認したい。そして、保護主義に陥らずにこの地域の成長を米国経済に取り入れていくことが、米国の利益であることを粘り強く訴えていく必要がある。
　不安はある。トランプ氏は果たしてアジアに対してどれほどの関心があるのか。歴代米政権で対日政策立案に関与してきた知日派の外交・安全保障の専門家の多くはトランプ氏と距離を置く。一方で、過去のしがらみにとらわれない政権の誕生により、全く新しい視点で米軍普天間飛行場の移設をはじめ、沖縄の基地負担軽減策を考える契機にもなり得る。
　中国が軍拡に奔走し、北朝鮮が核・ミサイル開発に執着する中、日本の安全保障には依然として強固な日米同盟が不可欠だ。その大前提に立って次期政権との対話を急ぎ、過去の歴代米政権と同様に親密な関係を築いていく必要がある。

読売新聞／2016/11/12 8:00

社説　トランプ外交／日米同盟の不安定化は避けよ

　予測不能とも称されるトランプ外交に、日本はどう向き合うのか。
　悲観も楽観もせず、長年の同盟関係を基礎に、政策面の協調を粘り強く働きかけることが肝要だろう。
　トランプ次期米大統領は、オバマ大統領と会談するなど、政権移行の準備を進めている。関係国首脳とも相次いで電話会談した。
　安倍首相が日米同盟の意義を強調すると、トランプ氏も「並外れた関係だ」と評価し、友好ムードを演出した。１７日にニューヨークで会談することでも一致した。大統領選のわずか９日後のトップ会談は異例である。
　政治経験のないトランプ氏は選挙中、同盟国を軽んじる発言を繰り返した。外交の基本方針について、いち早く共通認識を持とうとするのは好判断だ。同盟やアジア情勢に関する日本の考え方に理解を直接求める意味は大きい。
　トランプ氏は、「米国第一」主義を掲げて、在日・在韓米軍の撤退をちらつかせ、駐留経費負担の大幅増額を求めてきた。日米貿易摩擦が激しかった時代から３０年来の持論であり、本音だろう。
　外交アドバイザーのマイケル・フリン元国防情報局長官も、在日米軍の撤退は否定しつつ、日本の負担増を提起する考えを示す。
　歴代の米大統領が選挙中の公約を修正・撤回した例は多い。トランプ氏の一連の発言も選挙向けの側面があるのは確かだが、軽視するのは賢明ではあるまい。
　そもそもトランプ氏がどこまで日米同盟の実態を把握しているかは不明だ。日本は同盟国の中でも多額の経費を負担している。
　日米安全保障条約は、米国の対日防衛義務だけでなく、日本の基地提供を定めており、そのお陰で米軍は前方展開の拠点を確保している。同盟は非対称であっても、決して片務的ではない。
　日米同盟が「公共財」としてアジアの平和と安定に寄与することは、米国自身の安全や外交面の発言力の確保、貿易・投資を通じた経済的利益につながっている。
　トランプ氏が「偉大な米国の復活」を目指すなら、日米同盟の重要性を見過ごすべきではない。
　首相はトランプ氏との会談で、新たな日米同盟のあり方について率直に意見交換すべきだ。北朝鮮の核・ミサイル開発や、中国の独善的な海洋進出に、日米がどう共同対処するかも議論したい。
　日本政府が様々なルートを通じて、トランプ陣営の外交・安保担当スタッフと対話を重ね、信頼関係を深める努力も欠かせない。

毎日新聞／2016/11/12 4:00

社説　激震トランプ／保護主義へ傾斜／世界経済の足元揺らぐ

　米大統領に就任するドナルド・トランプ氏は貿易保護主義が持論だ。日米などが自由貿易圏を形成する環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）からの離脱を表明し、中国などへの関税強化も訴えてきた。 
　世界首位の経済大国が保護主義に傾斜すると、貿易が停滞する。各国の景気が冷え込んで、世界経済は足元から揺らぎかねない。それは米国の利益にもならないはずだ。 
　トランプ氏は、米国がカナダ、メキシコと結んでいる北米自由貿易協定からの離脱もちらつかせた。中国に対しては、人民元を安値に誘導する為替操作国と認定し、４５％の関税を課すと主張した。 
　本来、自由貿易のメリットは大きい。関税が撤廃・削減されると、輸出が拡大する。輸出産業の雇用増も見込める。輸入国の消費者は製品や農産物を安く買える。経済のグローバル化は成長の原動力になる。 
　一方、グローバル化は負の側面も伴う。海外の安い製品が大量に輸入されると、競争力を失った産業は衰退し、失業者が出る。 
　トランプ氏は、鉄鋼業が廃れた米中西部などで保護主義を訴え、低所得層の支持を集めた。激戦州の多くを制する要因となり、グローバル化への不満が強いことを示した。 
　グローバル化から取り残された人たちへの配慮は不可欠だ。だが、保護主義は問題の解決にならない。 
　高率の関税で守っても、生産性の低い産業をさらに弱体化させるだけだ。貿易相手国が報復関税を課せば、通商紛争になりかねない。いずれも米国にマイナスだ。トランプ氏の目指す「最強の経済」と矛盾する。 
　グローバル化による格差を是正し、経済の足腰を強めるには、新産業育成や就労支援など国内対策を充実させるべきだ。 
　第二次世界大戦後、国際的な自由貿易体制の構築を主導したのは米国だ。戦後の世界経済の発展は自由貿易の成果だ。今年９月の主要２０カ国・地域（Ｇ２０）首脳会議は、保護主義への反対を共同声明に明記した。米国も自由貿易で利益を得てきたからだ。 
　ＴＰＰを推進したのも米国だ。オバマ政権は、アジア太平洋地域への輸出を拡大し、米国の成長を加速させると説明してきた。ＴＰＰの意義は、だれが大統領になっても変わらないはずだ。 
　日本ではＴＰＰ承認案が衆院を通過し、参院で審議入りした。安倍晋三首相は「早期発効に向けた機運を高める」と強調した。１７日のトランプ氏との会談では、自由貿易の重要性を説き、米国もＴＰＰを承認するよう働きかけるべきだ。

産經新聞／2016/11/12 6:00

主張　トランプ氏と環境／パリ協定に背を向けるな

　地球温暖化防止を目指して発効したばかりの「パリ協定」に、早くも異変の兆しが表れた。
　米大統領選での共和党のドナルド・トランプ氏の勝利である。同氏は選挙期間を通して、人類の産業活動による地球温暖化という認識を否定する言辞を重ねてきた。
　来年１月の大統領就任後も、この姿勢を貫くなら全世界が手を携えたパリ協定の効果が大きく薄らいでしまう。それどころか、枠組み全体が土台から崩壊しかねない。
　トランプ氏は「地球温暖化対策費は無駄遣いだ。その費用を社会資本に回すことで雇用を回復させる」と有権者に訴えてきたが、それは視野の狭い政策だ。
　健全な地球環境は、世界平和の基礎であり、人類の存続に不可欠な条件だ。この環境秩序の上に国々の発展を築くべきであり、温室効果ガスの大量排出国である米国は、その歩みを主導する一員であるべきだ。
　トランプ氏には過去の文明が環境破壊で自滅してきたことに思いを致してもらいたい。温暖化対策で頂点に立つ決断こそが「偉大なアメリカ」に通じる道である。
　石炭やシェールガスといった化石燃料は、将来の人類のためにも残しておかなければならない貴重な資源だ。安易に燃やして二酸化炭素の煙にしては、歴史に汚点を残すことになるだろう。
　一方、日本は「２０３０年度で１３年度比２６％減」という高い目標を掲げてパリ協定に参加しているが、原発の安全利用が一向に進まない現状に照らすと、達成の見込みは極めて疑わしい。
　安倍晋三政権が、それを承知の上で原発再稼働の遅れを傍観しているのなら、排出削減に背を向けているのと同じことだ。トランプ氏に温暖化問題で、もの申す資格はなくなる。
　米国のパリ協定離脱は何としても防ぎたい。協定の最重要要素は初の米中参加である。両国だけで世界の排出量の約４割を占める。米中は、低炭素社会の実現を目指す取り組みにおいて、良くも悪くも、駆動車の両輪なのだ。米国が後退すれば、中国の削減にもマイナス影響が及ぶ。
　現在、モロッコで国連気候変動枠組み条約第２２回締約国会議（ＣＯＰ２２）が開催中だ。トランプ氏には米国だけでなく、世界全体の繁栄を希求してもらいたい。

中日/東京新聞／2016/11/12 8:00

社説　トランプのアメリカ

　一九九六年の日米合意以来、二十年も膠着（こうちゃく）状態が続く沖縄の米軍普天間飛行場移設問題。米国の政権交代はこの問題を再考する絶好の機会だ。
　米国の対日専門家によると、米政府にはこんな危惧もある。
　普天間飛行場の移設に伴い、地元の反対を押し切って沖縄県名護市辺野古に新基地建設を強行することは、日米同盟を揺るがしかねない。政治的コストが高すぎて、同盟は持続可能なのか−。
　最近では米国の安全保障問題の専門家の間で、沖縄に集中する米軍基地が持つ脆弱（ぜいじゃく）性への懸念も出てきた。技術の向上著しい中国のミサイルの射程に沖縄が入るようになったからだ。
　有力軍事シンクタンクのランド研究所は昨年九月に出した報告書で、中国のミサイルが「最前線にある米軍基地からの効果的な作戦遂行に障害となる」とその脅威を指摘した。
　報告書は台湾有事を想定した場合、中国による太平洋地域の米軍基地へのミサイル攻撃では、二〇〇三年までは米国は「大きな優位」に立っていたが、一七年には「不利」に逆転すると評価した。
　中国は沖縄も射程に入れる短距離弾道ミサイルを約千四百発保有し、命中精度は五〜十メートルの誤差に収まる。嘉手納基地は比較的小規模なミサイル攻撃でも数日間運用停止になり、集中攻撃を受ければ数週間の閉鎖に追い込まれる、と分析している。
　このため、フィリピンやベトナムなどとの軍事協力の強化や、太平洋地域での基地分散の必要性を提言した。
　今年一月には別の有力シンクタンク・戦略国際問題研究所（ＣＳＩＳ）は普天間飛行場の辺野古移設が「最善の選択肢」とする報告書を議会に提出した。
　報告書は同時に、嘉手納基地や韓国、グアムの計四カ所の主要空軍基地がミサイル攻撃に弱く「これらの基地が紛争の初期段階で機能不全に陥れば、戦闘能力回復に困難を伴う。脆弱性は不安定性でもある」という評価を下した。
　移設計画の見直しを唱える安全保障の専門家もいる。
　ジョージ・ワシントン大のマイク・モチヅキ教授らは六月、米紙に寄稿し、国と県による法廷闘争が決着するまでにはなお十年かかり、日本国内の基地反対の政治勢力はさらに強力になる公算が大きいとの見方を示した。
　そのうえで、在沖海兵隊（定員一万八千人）をグアムのほかに米本土カリフォルニア州にも移転し、三千人規模まで削減することを提唱した。
　そうすれば滑走路のある大規模な基地は不要となり、海兵隊キャンプ・シュワブ（名護市など）に埋め立てを伴わないヘリパッド（ヘリコプター離着陸帯）を新設することを代案として提案した。
　海兵隊削減によって抑止力が低下するとの懸念には、兵器を積んだ事前集積船を日本に停泊しておけば、有事には兵員を空路で急派することで即応できるとした。
　辺野古移設見直しには、既得権益を守りたい米軍の抵抗が強い。しかも、過去にいくたびも日米両首脳が確認を重ねてきた合意事項だ。そうした抵抗や重みをはねのけることができるのは最高指導者だけだ。
　日米両政府は「辺野古移設が唯一の解決策だ」と繰り返すが、トランプ氏は政治や軍事にしがらみがないだけに、そうした先入観はなく、思い切った決断ができるのではないか。
　もっとも、同盟関係の軽視をいうトランプ氏が、日米安保体制の解消に動くのならば、移設問題もおのずと消滅する。
　〇九年十一月に訪日したオバマ大統領は都内での演説で「米国は太平洋国家だ」と表明した。
　アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）に加盟する二十一の国・地域は、世界全体の国内総生産（ＧＤＰ）の六割、人口は約四割を占める。オバマ氏はこの地域に関与していくことが米国繁栄の道だと判断。世界戦略の軸足をアジアに移す「アジア・リバランス（再均衡）」政策を打ち出した。
　その柱は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）と、海・空軍の全体の六割に当たる戦力を、二〇年までに太平洋地域に重点配備する米軍再編の両輪からなる。
　これに対し、トランプ氏は大統領就任当日にＴＰＰ離脱を表明すると言っている。ＴＰＰ発効は難しくなった。
　それでも、米国が成長センターのアジアから後退するのは国益にならないという判断が米国では支配的だ。トランプ氏がその点を理解し、戦略性のあるアジア構想を描けば、地域の安定にもつながるだろう。

東奥日報／2016/11/12 10:05
社説　TPPなど先行き不透明／トランプ政権と日本経済

　トランプ次期米大統領の経済運営は、現在のオバマ民主党政権の路線から大きく変化する。「米国第一」を掲げ雇用創出を重視する観点から、自由貿易協定（FTA）の見直しや大規模な減税など「内向き」で保護主義的な政策を進める見通しである。
　短期的に成長を加速させる面はあるものの、中長期的には貿易や投資の停滞、財政悪化など米経済の重荷となりかねない政策が少なくない。
　当面、日本が気になるのは工業品や農産物の関税を幅広く引き下げる環太平洋連携協定（TPP）の行方であろう。トランプ氏は、米製造業の雇用が脅かされるとしてTPPからの脱退を表明しているからだ。
　参加12カ国が合意したTPPは現在、各国の批准手続き段階にある。日本は今国会での承認案と関連法案の成立を目指し、10日には衆院を通過した。しかし最大参加国の米国が批准しないかぎり発効は不可能であり、模様眺めの国もあるのが実情である。菅義偉官房長官は米大統領選の結果にかかわらずTPPを進める考えを強調したが、現実には困難でなかろうか。
　トランプ政権が離脱を思いとどまったとしても、コメや牛肉などで日本に一段の譲歩を求めて再交渉を迫ってくる可能性は否定できまい。
　TPPに加えて日本への影響が心配なのは、トランプ氏が批判し、見直しを主張している北米自由貿易協定（NAFTA）である。関税面の恩恵があるため日本の自動車メーカーは、北米向け生産拠点としてメキシコへ大規模な投資をしてきた。その利点が損なわれれば打撃は計り知れず、日本政府には情報収集と進出企業のダメージを最小限に抑える通商外交努力が求められる。
　トランプ氏が公約した税制改革も波乱含みである。連邦法人税を35％から15％へ、所得税は簡素化し最高税率を引き下げる大型減税を打ち出しているためだ。企業や富裕層への減税と規制緩和が経済を活性化させるとの考えに基づくが、財源は見えていない。
　世界一の経済大国における政策変動は、日本だけでなく欧州や新興国の景気に影響を与えずにおかないが、実現性を含めて先行きは見通せない。世界経済は不透明さの増大が避けられず、日本は貿易面をはじめ外国為替相場や株価を通じた直接そして間接的な影響を覚悟すべきである。

岩手日報／2016/11/12 12:05
論説　日米安保の行方／率先して見直す契機に

　トランプ米政権の誕生が日本政府の思惑外れだったことは、安倍晋三首相の素早い動きからも見て取れる。
　トランプ氏の勝利が決まるや、各国に先駆けて電話を入れ、ニューヨークで１７日に同氏と直接会談する日程を自ら取り付けた。選挙直後の早期訪米は異例とされる。
　電話会談で、両首脳はアジア太平洋地域の平和と繁栄の確保に向け、日米同盟強化を確認したという。選挙戦を通じ駐留米軍経費の負担増を求め、同盟関係の見直しを訴えたトランプ氏の主張に、安倍首相が強い危機感を抱いているのは間違いない。
　トランプ氏は選挙中、日米同盟に関し支持者らに「誰かが日本を攻撃したら、われわれは救援に駆け付けなくてはならない。でもわれわれが攻撃を受けても日本は助けに来ない」と説明。勝利したからには、こうした議論に共感する米国民が少なくないとみるべきだろう。
　在韓米軍に対しても同様、日韓が大幅増額に応じなければ米軍を撤退させる可能性にも言及。北朝鮮や中国への抑止力として、日韓の核保有を容認する考えすら示した。
　しかし日本に駐留する米軍が、一義的に米国の国益を担っているのは当然。在日米軍は中東までにらむ米戦略の一翼を担う。
　経費面では、本来支払い義務がない「思いやり予算」として、国内に批判を抱えつつ今後５年間で約１兆円を拠出する。こうした経緯を知ってか知らずか、分かりやすく過激な主張で聴衆を引きつけたトランプ陣営の選挙戦術は、ポピュリズム（大衆迎合）の一つの典型だろう。
　とはいえ大統領として、少なくとも同盟関係で選挙戦の訴えを堅持するかどうかは別問題と見た方が良さそうだ。米軍の撤退や核保有容認論に関し、トランプ氏の政策顧問の一人は選挙中、「注目を集めるために提示した極端なシナリオ」と説明している。
　ただし「負担増は必ず求める」とも指摘。差し当たり安倍首相との１７日の会談は、腹の探り合いとなる。
　トランプ氏は内政、外交の両面でオバマ政権を痛烈に批判してきた。その施政下、集団的自衛権行使を伴う地球規模の対米支援を可能とする安全保障関連法を成立させた日本が、米政権移行により改めて同盟の在り方を問われる可能性は否めない。
　「トランプ・ショック」は一面で、海洋進出を強める中国の動きに触発され軍事に傾きがちな日本の安保論議を仕切り直す契機とも言えよう。米海兵隊は近年、人道支援や災害救援を重視しているとされる。「パワーにはパワー」という旧来型の発想は、相手の思うつぼではないか。　　

山陰中央新報／2016/11/12 12:05
社説　トランプ政権と日本経済／不透明さが増す覚悟を

　トランプ次期米大統領の経済運営は、現在のオバマ民主党政権の路線から大きく変わる。「米国第一」を掲げ雇用創出を重視する観点から、自由貿易協定（ＦＴＡ）の見直しや大規模な減税など「内向き」で保護主義的な政策を進める見通しだ。
　短期的には成長を加速させる面はあるだろうが、中長期的には貿易や投資の停滞、そして財政悪化など米経済の重荷となりかねない政策が少なくない。
　世界一の経済大国における政策変動は、日本だけでなく欧州や新興国の景気に影響を与えるものの、その実現性を含めて先行きは見通せない。世界経済は不透明さの増大が避けられず、日本は貿易面をはじめ外国為替相場や株価を通じた直接そして間接的な影響を覚悟すべきだ。
　当面、日本が気になるのは工業品や農産物の関税を幅広く引き下げる環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の行方だ。トランプ氏は、米製造業の雇用が脅かされるとしてＴＰＰからの脱退を表明している。
　参加１２カ国が合意したＴＰＰは現在、各国の批准手続き段階にあり、日本は今国会での承認を目指してきた。しかし、最大参加国の米国が批准しないかぎり発効は不可能で、模様眺めの国もある。
　菅義偉官房長官は選挙結果にかかわらずＴＰＰを進める考えを強調したが、現実には難しいだろう。トランプ政権が離脱を思いとどまったとしても、再交渉を突き付けられる可能性は否定できない。
　ＴＰＰにも増して日本への影響が心配なのは、トランプ氏が批判し、見直しを主張している北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）だ。この協定による関税面の恩恵があるため日本の自動車メーカーは、北米向け生産拠点としてメキシコへ大規模な投資をしてきた。その利点が損なわれれば打撃は計り知れず、日本政府には情報収集と進出企業のダメージを最小限に抑える通商外交努力が求められる。
　トランプ氏が公約した税制改革も波乱含みだ。連邦法人税を３５％から１５％へ、所得税は簡素化し最高税率を引き下げる大型減税を打ち出している。企業や富裕層への減税と規制緩和が経済を活性化させるとの考えだが、その財源は見えていない。
　オバマ政権下で米国の財政赤字は、この１年間に５８７４億ドル（約６２兆円）と５年ぶりに増えたが、トランプ減税は１０年間で１０兆ドル以上の政府債務を増やす恐れがあると試算されている。
　その財政と密接な関係にある金融政策には、次期政権から風圧が強まりそうだ。トランプ氏が連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）を批判し、２０１８年２月に任期を迎えるイエレン議長の再任を否定しているからだ。
　財政赤字が膨張する中で金融政策が制約を受けるようだと、為替や株価の安定はおぼつかない。トランプ氏の当選を受けて乱高下した為替市場などの動向は、その事態に対する警鐘と受け止めるべきだろう。
　来年は、英国の欧州連合（ＥＵ）からの離脱交渉が本格化する見通しで、先行きの不透明感から金融・株式市場は波乱含みになる。そこにトランプ大統領誕生という米国発のショックが加わった。警戒を一層強めるときだ。

徳島新聞／2016/11/12 12:05
社説　トランプ氏の姿勢  その変化を本物にせよ

　米大統領選に勝利したトランプ氏が、オバマ大統領とホワイトハウスで会談した。投票日からわずか２日後という異例の早さである。
　選挙戦で非難の応酬を繰り広げた両氏だが、初の直接会談は落ち着いた雰囲気で行われたようだ。
　暴言を連発していたトランプ氏は勝利宣言以降、発言や物腰が穏やかになったようにみえる。
　世界の平和と安定に重大な責任を負う超大国の指導者に選ばれた人物である。その職責を考えれば、型破りな候補者のままでいいはずがない。改めるべきところを改めるのは当然と言えよう。
　トランプ氏は、姿勢の変化をいっときの見せかけに終わらせず、本物にしなければならない。
　オバマ氏との会談では、ホワイトハウスの運営や内政、外交政策を協議し、円滑な政権移行に向けて連携することで一致した。
　会談後、オバマ氏は記者団に「党派や政策の相違にかかわらず、課題に共に取り組む」と語り、結束を演出してみせた。
　これに対して、トランプ氏は神妙な表情で「難しい問題を含むさまざまな状況を話し合った」と述べ、今後も協議を重ねることを「楽しみにしている」と応じた。
　驚いたのは、「とても良い男だ」とオバマ氏を称賛する言葉まで口にしたことだ。
　手のひらを返したような変貌ぶりの裏には、柔軟な姿勢をアピールして国民との融和を図る狙いがあるのだろう。
　選挙戦を通じて米社会の分断が顕在化し、一層深刻になった。大きな要因は、人種や宗教への偏見をあおり、格差への怒りを駆り立てたトランプ氏の言動にあると言っていい。それを自覚しているのなら、粘り強く国民との対話を進めていくしかない。
　トランプ氏はライアン下院議長らとも相次いで会談し、全面対決の様相となっていた共和党主流派との関係修復に動きだした。次期政権の閣僚人事にも着手したが、政治経験がないだけに、党と敵対していては、移行準備はスムーズに進められまい。
　改めてほしいのは、発言や物腰だけではない。選挙戦で訴えた極端な主張に、国内外から批判が高まっている。
　トランプ氏の選挙陣営の公式ウェブサイトから「イスラム教徒の全面入国禁止」や「地球温暖化対策の新枠組みパリ協定脱退」が削除されたが、真意はどこにあるのか。
　いずれも、国際社会に到底受け入れられない公約であり、現実路線への軌道修正は当たり前である。他にも「メキシコ国境に壁を造る」など過激な公約は少なくない。内向き志向の「米国一国主義」への懸念も強い。
　現状の変革を望む人々に押し上げられたトランプ氏だが、成果を上げられなければ期待はすぐに失望に変わるだろう。政策の見直しにも大胆であってほしい。

高知新聞／2016/11/12 10:05
社説　日米安保の行方／地に足の着いた論議を

　米国の新大統領にトランプ氏が決まり、日米関係は今後、安全保障が大きな焦点になりそうだ。
　選挙戦でトランプ氏は、日本や韓国などに駐留米軍経費の負担増を強く求めてきた。応じない場合は撤退させる可能性にも言及している。
　日本の安全保障は米軍の存在が大前提となっており、影響は大きい。安倍首相は早速訪米し、１７日にも直接会談する方向だ。
　米軍がアジア・太平洋地域の安定に果たしている役割の大きさや、東アジア情勢を説明し、日本が支出している在日米軍の駐留経費（思いやり予算）についても理解を求めるとしている。しっかりと意思疎通を図ってもらいたい。　
　政治経験がないとはいえ、トランプ氏のこれまでの発言は、日米安保の現状や経緯をあまりにも無視したものだ。日韓の核武装を認めるような発言もあったが論外である。
　日本側は米軍に対し、基地用地を提供し、日米地位協定上は支払い義務がない思いやり予算を年間約１９００億円確保している。これによって米軍側は日本人従業員の人件費や施設整備費、光熱費などをまかなっている。
　これとは別に基地用地の借地料や米軍再編関連経費なども日本政府が負担している。トランプ氏が、こうした日本側の対応を把握できているとは言い難い。
　米国は駐留によって日本以外の広域的な軍事戦略も維持している。日本が一方的に恩恵を受けているかのような主張は受け入れられない。
　米国内にはトランプ氏に限らず「安保ただ乗り論」があるのは確かだ。日本が経済大国になったことを受け、米国内では１９８０年代から主張されてきた。
　トランプ氏は「米国第一主義」を掲げて当選した。「米国が世界の警察官となる必要はない」との主張はオバマ現大統領や今回の大統領選の他の候補者にも見られる。
　孤立主義の価値観が高まっていることは否定できない。トランプ政権の外交や安全保障政策の方向性は読みにくいが、こうした流れからすると、駐留経費の負担増を強く求めてくる可能性は否定できない。
　一方で、北朝鮮の核開発や中国の海洋進出問題もあり、東アジア情勢は予断を許さない。日本政府はトランプ陣営との人脈が薄いが、日本の立場を丁寧に説明し、課題を共有することが重要になる。
　米国の政権交代は、日米安保で膠着（こうちゃく）している問題を解決に導く機会でもある。特に、米軍施設が集中する沖縄県の基地問題は、県民の意向に沿って改善する方向につなげるべきではないか。
　翁長知事は２０１７年にもトランプ氏と会談し、普天間飛行場の辺野古移設も反対の意思を伝える考えだ。トランプ氏の反応が注目される。
　政権が代わっても、さまざまな課題について日米で地に足の着いた議論を重ね、信頼関係と東アジアの安定を維持していきたい。

西日本新聞／2016/11/12 12:00
社説　米大統領選余波／ポピュリズムに警戒せよ

　米大統領選でトランプ氏が徹底したポピュリズム（大衆迎合主義）の手法で当選したことは、欧州など世界各地で台頭するポピュリズム型政党を勢いづけそうだ。ポピュリズムの負の側面を注視し、警戒する必要がある。
　ポピュリズムとは、民衆の利益や不満、恐れを利用して、既存エリートの体制側と対決し、権力を得ようとする政治姿勢のことだ。
　大統領選でトランプ氏は、自らを既存支配層の部外者とアピールした。格差の拡大に怒り、移民の増加に不安を抱く白人中間層をあおり立て、支持に結び付けた。典型的なポピュリズムである。
　社会のひずみにあえぐ市民が、その窮状を改善してくれない既存エリート層に反発するのは当然であり、時としてそれはまっとうな社会変革の原動力となる。
　しかし、ポピュリズムの問題点は、しばしば差別意識や偏狭なナショナリズムなど、社会の負のエネルギーと結び付いて増大することだ。トランプ氏も差別的発言やデマを交えて有権者を扇動した。
　こうした風潮が横行すれば、言論が荒れて民主主義が劣化する。少数派が抑圧され、社会の分断が進む。副作用は限りなく大きい。
　英国では６月の国民投票で欧州連合（ＥＵ）離脱派が勝利したが、離脱派政治家がデマの多い公約で支持を集めたと指摘された。移民流入が社会問題化する欧州では移民排斥を掲げる極右政党やＥＵ懐疑派が勢いを増しており、こうした政党の多くはトランプ氏勝利を歓迎する姿勢を示している。
　日本でも最近、沖縄の基地反対派を「土人」と呼んだ機動隊員を、政治家が擁護するような言動があった。差別発言を容認する風潮はポピュリズムを助長する。
　市民の正当な怒りを、前向きな社会変革のエネルギーにするためには、既存の政党や政治家たちの反省と自己改革が必要だ。普段は声の小さい市民の中に歩み入り、その苦しみに共感しながら地道に解決策を積み上げていくしかない。それを怠ったときに、ポピュリズムの嵐が社会を襲うだろう。

朝日新聞／2016/11/12 6:00

社説　日印原発協定／被爆国の立場忘れたか

　広島と長崎で原爆の惨禍を経験し、国民の多くが核兵器の廃絶を願っている。「唯一の戦争被爆国」としての立場と主張はいったいどこへ行ったのか。
　政府がインドと原子力協定を結んだ。インドは核不拡散条約（ＮＰＴ）に加盟しないまま核兵器を開発、保有している。そうした国との協定締結が誤りであるのに加え、その中身も疑問と懸念が尽きない。核実験をしない保証が不十分なまま原子力技術を供与する内容だからだ。
　インドは現在、核実験を「自主的に凍結」している。再開した場合の対応が焦点だったが、実験をしたら日本側が協定を破棄・停止できるとの肝心の内容は、協定本文ではなく関連文書への記載にとどまった。
　それどころか、核実験をした場合も、それが対立するパキスタンなどへの対抗措置かどうかなどを考慮することを意味する条文が盛り込まれた。
　ウラン型原爆の原料になる高濃縮ウランの生産に道を残す条文まである。日本がこれまでＮＰＴ加盟国と結んできた協定には例がない。インドがこだわったというが、あまりに危うい。
　核実験が行われた場合、日本発の技術が導入された原発を即時停止するかどうかは判然としない。一方、日本が提供した資機材を引き揚げる際にはインドに補償することが明記された。
　成長著しいインド市場での、目先の利益に目を奪われた譲歩と言うしかない。
　外務省は「インドが締結済みの協定の中で、最も厳しい米印協定と同等だ」と説明するが、それは被爆国としての独自の主張と上乗せした歯止めがないに等しいことを意味する。広島や長崎の市長が「核廃絶の障害になりかねない」「核物質や技術・資機材の核兵器開発への転用が懸念される」として再三政府に交渉中止を求めてきたのに、なぜそれを受け止めないのか。
　インドはすでに米仏のほかロシアとも協定を結んでいる。原発の導入では、日本や日本の技術が使われている米仏と、ロシアをてんびんにかけてきた。
　米仏日による原子力技術の供与には、ロシアに対抗しつつ、台頭する中国を牽制（けんせい）するという地政学的な思惑も込められているのは確かだろう。
　だとしても、協定締結をせかす米仏に対して、日本は長らく首を縦に振らなかった。ＮＰＴを軸とする核不拡散体制の空洞化に手を貸しかねないとのためらいがあったからだ。
　被爆国が、核不拡散の国際規範を崩してはならない。国会での徹底審議を与野党に求める。

読売新聞／2016/11/13 8:00

社説　日印首脳会談／原発協力で戦略関係深めたい

　原子力の平和利用の協力を通じて、日本とインドの戦略的な関係を一段と深化させたい。
　安倍首相とインドのモディ首相は、東京で会談し、原発に関する協力を進めることで一致した。両政府は、その前提の原子力協定に署名した。
　インドが核拡散防止条約（ＮＰＴ）に未加盟であることに関連し、安倍首相は「核兵器のない世界という目標は共有している」と強調した。モディ氏も「核実験を自発的に凍結している」と応じた。
　協定締結により、米国やフランスなどがインドで建設する原発への関連部品の提供や、日本製の原発の輸出が可能になる。
　インドは１９９８年に２度目の核実験を強行した後、核実験凍結（モラトリアム）を宣言した。
　協定と付属文書は、インドが核実験をした場合の協力停止を明確にした。国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の査察受け入れも明記した。国際的な不拡散体制にインドを実質的に組み込み、軍事利用に強い歯止めをかけることが重要だ。
　安倍首相が会談で、モラトリアムの継続に加え、核実験全面禁止条約（ＣＴＢＴ）の批准を促したのは当然だ。核軍縮の働きかけも粘り強く続けねばなるまい。
　原発をはじめとするインフラ輸出は、安倍政権の成長戦略の柱である。日本の原発メーカーには、輸出の実現への期待が高い。
　インドは、急速な経済成長に電力供給が追いつかず、停電が頻発している。世界３位の二酸化炭素排出量の削減も課題だ。原発約８０基を増設し、総発電量に占める原発の比率を現在の３％から２５％に引き上げる方針である。
　日本の高い原子力技術を生かすことは日印双方に利益がある。
　会談では、日本の新幹線が採用されるインド西部の高速鉄道に２０１８年に着工することを確認した。２３年の開業を目指す。
　安倍首相は、インドが計画する高速鉄道の全７路線への新幹線の採用を要請した。実現すれば、インドの求める現地での車両生産につながる。米国や東南アジアへの新幹線輸出の弾みにもなろう。
　両首脳は会談の翌日、東京から神戸まで新幹線に同乗し、３時間近く意見交換した。トップ同士が強固な信頼関係を築き、地域の安定に生かす必要がある。
　当面の課題は、東・南シナ海だけでなく、インド洋でも海洋進出を続ける中国だ。日印両国は、米国や豪州とも重層的に連携し、中国に国際法の順守や独善的な活動の自制を迫るべきである。

毎日新聞／2016/11/12 4:00

社説　日印原子力協定／被爆国の意志はどこへ

　インドのモディ首相の訪日に合わせ、日本はインドと原子力協定を締結した。日本から原発関連機器をインドに輸出できるようになる。 
　インドは核兵器を保有しながら、核を統制する国際的な枠組みである核拡散防止条約（ＮＰＴ）に加盟していない。国際法で認められていない核保有国と初めて原子力分野で協力を進めることになる。日本はＮＰＴ体制のほころびを追認したことになるのではないか。 
　しかも、日本が確約を求めてきた「核実験を実施した場合は協力を停止する」という首脳間の合意は、協定に書き込まれなかった。インドが米仏など８カ国とすでに締結している同様の協定でも前例がないとして受け入れなかったからだ。 
　代わりに日印は、協定とは別の文書に署名した。ここでも「核実験」という文言はない。しかし、インドが核実験モラトリアム（一時停止）の継続と原子力利用の軍民分離を確約した２００８年の国際合意に言及することで、約束は担保されたというのが日本側の解釈だ。日本政府は、この文書が法的拘束力を持ち、インドを「国際的な核不拡散体制に実質的に参加させる」ことになると説明している。 
　だが、日本は核実験停止を協定に盛り込むようインドを説得すべきだった。唯一の被爆国としての意志を貫けなかったことは残念だ。インドはやはりＮＰＴ未加盟で核を保有する隣国パキスタンをにらみ、核実験の権利を手放したくないのだろう。 
　協定はまた、使用済み核燃料のインドでの再処理は平和利用に限定すると定めたが、これを監視する国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の査察対象は民生施設に限定されている。軍事転用の可能性を完全に防ぐことはできない。 
　ＮＰＴの空洞化は０８年、原子力供給国グループ４５カ国（当時）が「例外的に」ＮＰＴ未加盟のインドへの原発機器供給を認める決定をした時から始まった。日本もその一員だった。今回の日印協定は、いわばその帰結だったとみることもできる。 
　日本の経済界は、需要の高いインドへの原発輸出が可能になったことを歓迎するだろう。日本の原子力企業が米仏企業と連携を進めた結果、日本の未締結で影響を受ける両国から締結を強く促されていたという事情もある。台頭する中国をにらみ、インドとの協力を進めたい安倍晋三政権の思惑もあるだろう。 
　むろん、インドは日本にとって経済でも安全保障でも大切にしたい重要なパートナーだ。関係強化は歓迎したい。だが被爆国として日本が維持してきた道義は、この協定で傷ついたのではないだろうか。

日本経済新聞／2016/11/13 4:00

社説　拡大余地は大きい日印関係

　インドのモディ首相が来日し、これにあわせて日印の両政府は原子力協定を結んだ。両国の経済関係は着実に深まっていると評価できる。ただ、潜在力を十分に発揮しているとはいえない。
　核拡散防止条約（ＮＰＴ）に加盟していないインドとの原子力協定の締結は、非核の悲願や核不拡散の理念にもとる、との批判が日本国内にある。これに対し政府は、協定とは別の文書で歯止めをかけた、としている。
　電力不足が深刻なインドは原発の増設を進めている。日本は提供した技術などが軍事転用されないよう注視しつつ、インドが安全に原子力を利用できるよう協力していくべきだろう。ＮＰＴ加盟を働きかけていくことも大切だ。
　両国政府はまた、インド西部のムンバイとアーメダバードを結ぶ高速鉄道を2018年に着工し23年の開業をめざす、とする文書を交わした。この路線は日本の新幹線方式を採用する。
　インドの重要なインフラの整備に日本が深くかかわることで、両国の経済関係は格段に緊密になりつつあるといえる。それでもアジアで２位と３位の経済規模をもつ国同士としては物足りない。たとえば15年の日本の対印輸出は１兆円弱で対中の17分の１以下だ。
　原因としてはインドの煩雑な行政手続きのほか、人材の不足や低調な人的交流などが指摘されている。今回、トヨタ自動車やスズキ、ダイキン工業による「ものづくり学校」の設立に向けた合意ができたことは、これからの発展の足がかりとして意義があろう。
　専用の窓口を政府内に設けるなど、モディ首相は日本企業の誘致に意欲的だ。日本の政府と企業はインドへの投資をさまたげている問題を率直に指摘して、投資環境の改善を促す必要がある。
　05年以来、日印両国の首相は毎年、交互に訪問している。米国の次期大統領にトランプ氏が当選するなど、変化の激しい国際情勢に的確に対処していくためにも、関係を深めていきたい。

社説　日印原子力協定　被爆国の志はあるのか
北海道新聞11/13 08:55
　安倍晋三首相とインドのモディ首相は会談で原子力協定締結に最終合意し、署名文書を交換した。
　核拡散防止条約（ＮＰＴ）未加盟の核保有国インドに対し、日本からの原発輸出が可能となる。
　核廃絶の先頭に立つべき唯一の被爆国日本が、ＮＰＴ体制の形骸化を自ら進めることになる。被爆者の思いを踏みにじるものであり、認められない。
　インドから急激な経済成長の果実を得たいというのなら、あまりにも志が低い。協定承認案について国会での徹底審議を求める。
　人口増も続くインドには各国に魅力的な巨大市場がある半面、国内の電力不足が深刻化している。
　こうした背景から米国、フランス、ロシアなどがインドと原子力協定を締結した。日印の協定は原発再稼働の遅れで苦境にあえぐ日本の関連業界にも朗報だろう。
　しかし、失ったものは大きい。
　ＮＰＴ体制は核兵器保有を米ロ英仏中の５カ国に限る一方で核軍縮を義務付け、他の国に原子力の平和利用を認めるものだ。
　だが、ＮＰＴ未加盟のインドやパキスタン、イスラエルが次々と核保有に走り、北朝鮮は２００３年にＮＰＴ脱退を宣言した。
　日本は核不拡散体制の空洞化を食い止める責務を負うが、インドの核は容認し北朝鮮に核放棄を迫るのでは著しく説得力を欠く。
　先月、国連委員会で採択された核兵器禁止条約の制定交渉開始決議に日本は米国などと反対した。そこに今回の協定締結だ。決議の賛成国は不信感を強めないか。
　日本は、インドが一時停止中の核実験を再開した場合の協力停止を協定に明記することを目指していたが、インド側が抵抗し、別文書で確認するにとどまった。最低限の原則も妥協を強いられた。
　インドは核開発を「自国の権利」といい、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）にも署名していない。別文書が核実験再開の歯止めとなるかどうかも不透明だ。
　日印協定締結の前日、ベトナム政府は日本などが支援する原発建設計画の白紙撤回を求める決議案を国会に提出した。
　高コストや核廃棄物への懸念などが理由だが、そもそも原発輸出を成長戦略と位置付ける安倍政権の姿勢こそ改める必要がある。
　インドには水力発電や再生可能エネルギーなど別の支援方法があろう。「広島・長崎」「福島」と核の悲惨さを何度も体験した日本が、その教訓から目を背け原発を売り歩く姿は無責任極まりない。
茨城新聞2016年11月13日(日)
論説　日印原子力協定 被爆国の責務に向き合おう
日本がインドへの原発輸出に道を開くため、2010年から交渉を続けていた原子力協定が署名にこぎ着けた。安倍政権は成長戦略の一環として原発輸出ビジネスに弾みをつける構えだが、これは日本の非核政策の大きな転換である。
核拡散防止条約(NPT)未加盟のインドの核戦力を既成事実と認めることになり、被爆国として核廃絶を訴える日本の立場とは本来、相いれない。北朝鮮の核実験などで空洞化が懸念される核拡散防止体制の息の根を止めかねない。日本が守ってきた一線を越えていいのか、今こそ被爆国の責務に向き合って考え直すべきだ。
日本とインドの原子力協定交渉は東京電力福島第1原発事故の影響で一時中断したが、昨年12月にインドを訪問した安倍晋三首相とモディ首相が締結で原則合意した。中国をにらんで、アジアの大国インドとの協力を強化する安倍政権の戦略の柱でもある。
日本は近年、原発輸出を目指してベトナム、ヨルダン、トルコなどと相次いで原子力協定を結んだが、今回の協定の意味は全く異なる。
インドは1974年と98年に核実験を実施、包括的核実験禁止条約(CTBT)にも署名していない。国際社会は長年インドへの原子力協力を禁じてきたが、米国のブッシュ前政権が経済成長を続けるインドの原発建設に協力する方向にかじを切り、日本も追随した。
インドは不足する電力を原発建設で賄う計画で、米国や日本の協力が得られなければロシアや中国と組む可能性があり、それよりは日米が手を差し伸べるのが安全保障上もプラスだという意見がある。現実論としては理解できるが、少なくともCTBTへの参加を条件とすべきだろう。
協定はインドによる使用済み核燃料の再処理も認めている。日本側は交渉で、インドが核実験を再開したり、再処理で得るプルトニウムを核兵器に転用したりしないように歯止めをかける努力をしたが、これらを完全に封じることは困難だ。
何といっても隣国パキスタンとの対立が、南アジアの大きな不安定要因であることが心配だ。パキスタンもNPT未加盟で、98年に核実験をした。両国はカシミール地方の領有権などで対立し、過去に3度も戦火を交えた。同地方では最近も双方の砲撃の応酬で住民が死傷するなど緊張が高まっており、両国関係の行方は予断を許さない。核軍拡競争が起きないという保証はない。
被爆国日本には、人類に核兵器の惨禍を示し廃絶を訴える責務がある。だからこそ日本政府は、毎年の国連総会に核廃絶に向けた決議案を提出し、23年連続で採択されている。昨年は国連決議で初めて「hibakusha」(被爆者)の言葉を盛り込み、世界の指導者に被爆地訪問を促す内容を加えた。今年の決議では5月のオバマ米大統領の広島訪問を「歓迎する」と明記し、167カ国の賛成を得た。
日本には福島第1原発事故を起こした責任もあり、国民の間で、原発輸出ビジネス推進への疑問の声が根強い。原子力協定は国会の承認が必要で、インドとの協定は来年の通常国会で審議される見込みだ。日本が堅持してきた非核政策の根本を変えていいのか、しっかりと議論するよう求めたい。
京都新聞／2016/11/12 12:05
社説　日印原子力協定／「非核」の原則に反する

　核廃絶を主張してきた日本の平和主義に、自ら反するものと言わざるを得ない。
　インドへの原発輸出を可能にする原子力協定に、日印の両首相が署名した。日本にとって核拡散防止条約（ＮＰＴ）未加盟国との唯一の締結となる。
　政府は協定に、インドが核実験を行えば協力を即時停止するとの条件を付け、国会承認を得たいとする。だが、協力停止の手続きの実効性は担保されておらず、インドを核不拡散体制に実質的に参加させることにつながるという安倍晋三首相の言葉は説得力に欠ける。
　隣の中国、パキスタンをにらんで核開発をしてきたインドは、米英仏ロ中の５カ国だけに核保有を認めるＮＰＴは不平等との立場だ。包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）にも署名しておらず、過去２回の核実験後、一時的な実験停止を宣言しているに過ぎない。
　日本は協定で、原発から出る使用済み燃料をインドで再処理することも容認した。再処理で生成されるプルトニウムは、核兵器に転用できる。日本は他の国との協定では再処理を認めていないが、今回に限って、プルトニウムを国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の査察下に置くというインド側の説明を受け入れ、大きく譲歩した。
　約６０基もの原発建設を検討するインドに商機を見て、すでに米仏ロが同様の協定を結んでいる。乗り遅れまいと安倍政権と業界は前のめりだが、こうした動きはＮＰＴの形骸化を進めるものだ。
　原子力利用に関する協力は、あくまで非核を堅持する国々に限るのが原則である。唯一の戦争被爆国である日本が、それを曲げていいはずがない。つい先月も国連で核兵器禁止条約の交渉開始に反対した際、政府はＮＰＴ重視の姿勢を示したのではなかったか。
　米仏ロも、非核国とともに不拡散体制を維持する責任がある。停滞している核軍縮を自ら進めるべきなのは言うまでもない。
　インドでは人口の４分の１にあたる３億人が電気のない生活を送る。暮らしを改善したいという国民の願いは当然だ。一方で、日本はいまだ福島の原発事故の収束に至っておらず、原因究明も道半ばである。原発の輸出は日本にふさわしい国際協力とは言えない。
　インドとの関係を深めることで中国をけん制する狙いがあるにせよ、原発輸出だけがその手段ではあるまい。「核のごみ」を出さない再生可能エネルギーの普及支援など、他に選択肢があるはずだ。

中國新聞／2016/11/12 10:00

社説　日印原子力協定署名／核拡散に手を貸すのか

　被爆国として越えてはならない一線を越えるのか。安倍晋三首相は来日したインドのモディ首相と原発技術を供与する原子力協定に署名した。巨大市場への原発輸出に道を開くためだ。
　しかし核拡散防止条約（ＮＰＴ）未加盟のインドに技術協力することは国際社会のルールに反し、野放図な核拡散につながる。協定は「平和目的に限る」とするが、核に関しては軍事利用とは表裏一体である。
　安倍首相は、協定によってインドは実質的に不拡散体制に参加させることになると詭弁（きべん）に近い説明をした上で「核兵器のない世界を目指すわが国の立場に合致する」と言ってのけた。被爆地として到底容認できない。
　日印の協定交渉は民主党政権時代の２０１０年に始まり、翌年の福島第１原発事故で一時中断していた。再び動かしたのがインフラ輸出を成長戦略の柱と位置付ける安倍政権である。新幹線の技術協力なども含めて関係を強化する狙いもあろう。
　日本は近年、ベトナムやヨルダン、トルコなどとも相次いで原子力協定を結んでいる。しかしＮＰＴに加わらず、かつ核兵器を持つインドと協定を結ぶのでは全く意味が異なる。
　インドは１９７４年と９８年に核実験を行い、包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）も署名していない。原発の使用済み核燃料からプルトニウムを取り出し、核兵器を造るのも技術的には決して不可能ではなかろう。日本との協定は、なし崩しで既成事実化させてきた核開発路線を容認することにほかならない。さらにいえば北朝鮮の核実験強行などで揺れるＮＰＴ体制の一層の弱体化を招く恐れもある。
　米国が先んじて協定を結び、インドを特別扱いする先例になった。米メーカーの原発には日本企業の技術がなければ成り立たない部分もあるようだ。インドは慢性的な電力不足の状況にあり、ロシアや中国に傾斜していくことも考えられる。しかし核拡散にストップをかけるべき日本が安易に追随する道を選ぶべきではない。少なくともインドにＮＰＴ参加を強く働き掛けるべきではなかったか。
　協定を見る限り、懸念は残ると言わざるを得ない。移転した技術は核爆発装置開発に使用してはならない、と定めて国際原子力機関（ＩＡＥＡ）が査察するとしているが、査察が抜け穴だらけなのは過去の歴史が証明している。さらに日本側がこだわった「インドの核実験一時停止声明の変更があれば協定の終了は可能」とした部分もあいまいな読み方ができる上、あえて協定とは別の文書とした。
　インドの核保有の何よりの背景は隣国のパキスタンとの敵対関係である。折しもカシミール地方の領有権を巡って緊張が再び高まっている。再び核軍拡競争が強まらないとはいえまい。
　福島第１原発事故から５年８カ月。被爆国の責務を置き去りにして原発輸出に前のめりな日本政府に福島の被災者も神経を逆なでされたのではないか。
　その点、インドは平和利用といっても事故時の賠償規定や避難計画も不十分で、反原発運動が根強いことも忘れたくない。
　協定は国会議決が必要で、通常国会の焦点となる。ここは承認すべきではない。党派を問わず、被爆国の役割を思い直すべきだろう。

高知新聞／2016/11/13 10:05
社説　日印原子力協定／核廃絶の流れに逆行する

　日本政府が、インドとの原子力協定に署名した。関連技術や原発の輸出に道を開く内容だ。
　今も約３億人が電気のない生活を送るインド側と、巨大市場の成長を取り込みたい日本側の思惑が一致したといえる。
　しかし、核拡散防止条約（ＮＰＴ）に加盟していないインドは、事実上の核保有国という側面を持つ。平和目的に限るとうたっても、日本の技術が軍事転用される懸念は拭えない。「核なき世界」を目指す世界の流れにも逆行しよう。
　来日したモディ首相と最終合意した安倍首相は、協定によってＮＰＴ未加盟のインドを、実質的に不拡散体制に参加させることにつながると胸を張った。
　協定の関連文書に、核実験を再開した場合には協力を停止すると盛り込んだことに基づき、平和目的だと強調するためだろう。ただ、協定の内容をみれば、首相の自画自賛には疑問符がつく。
　協定本体には「核実験」の文言すら見当たらず、核爆発を伴わない臨界前核実験ならどうなるのかといった定義さえ曖昧だ。
　その上、協力停止も通告から原則１年後と規定する。これではどこまで歯止めの効果が見込めるのか、疑わざるを得ない。
　さらに、プルトニウムの生成につながる使用済み核燃料の再処理を容認したほか、ウラン濃縮も認めている。いずれも核兵器に転用できる可能性を残したといえ、日本側が譲歩した結果だろう。
　これらの問題点は、日本が掲げてきた核廃絶を目指す外交方針との矛盾を浮き彫りにする。
　インドは１９９８年に核実験の一時休止を表明し、協定の前提にもなっている。だが、隣国パキスタンや中国との国境問題を抱え、核開発を含む軍拡の歴史は見過ごせない。
　特にパキスタンとの関係によっては、再び核兵器の開発を加速させる恐れもあろう。その際、日本の関連技術が転用されないという保証はどこにあるのか。
　米国とフランスもインドと原子力協定を締結している。日本の技術抜きには輸出がままならないため、両国にインドとの交渉を促された背景があるにせよ、日本がＮＰＴ体制の枠外にある「核保有国」に技術支援する事実は動かせない。
　安倍政権は原発輸出を成長戦略に位置付けている。言葉で繕っても結局のところ、長年にわたる核不拡散の外交理念より、経済的利益を優先したとみざるを得まい。
　国際社会では来年にも核兵器禁止条約の制定に向けた議論が始まる。だが、日本政府はその交渉入りに反対し、国内外の失望を招いた。福島第１原発事故の収束も見通せない中での原発輸出も理解に苦しむ。
　唯一の戦争被爆国としての説得力は急速に失われつつあるのではないか。協定を審議する国会には、目先の利益ではなく、国民の願いに立ち返った議論が求められる。

南日本新聞／2016/11/13 8:05
社説　日印原発協定／「福島は未解決なのに」

　「自分の国で原発の問題が解決していないのに、輸出するなんて足元がぐらぐらだ」
　東京電力福島第１原発事故で福島県浪江町から避難している８０歳の男性が嘆き憤る。
　そんな批判をよそに、日本からインドへの原発輸出が可能となる原子力協定を両国が結んだ。
　インドは核拡散防止条約（ＮＰＴ）に加盟せず、１９７４年と９８年に核実験して１００～１２０の核弾頭を持つ核保有国である。包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）にも署名していない。
　そのため、日本の原発技術が軍事転用される懸念が消えない。北朝鮮の相次ぐ核実験など、空洞化が著しい核拡散防止体制の息の根も止めかねない。
　「核なき世界に逆行する」と広島・長崎の被爆者らが協定撤回を叫ぶゆえんだ。
　「唯一の被爆国」として訴えてきた核廃絶・不拡散の主張との整合性を、政府はどう取るのか。今こそ、被爆国の責務に向き合い考え直すべきである。
　核拡散の歯止めはした、というのが政府の言い分だろう。インドが核実験を再開すれば、原発の協力を停止するとの趣旨を盛り込んだとする。だがこれは協定とは別の文書に載っている。
　協定自体に「核実験」の文字はなく、協力停止も通告から原則１年後とした。具体的手続きは「その時に両国で協議するしかない」（外務省）らしい。
　これでは、実効性がないに等しい。少なくともＣＴＢＴへの参加は協定に明記してもらいたい。
　１３億の人口を抱え、高い経済成長を続けるインドが深刻な電力不足に陥っているのは事実だ。
　首都ニューデリーでさえ停電が頻発し、約３億人は電気のない生活を送っているとされる。
　だからと言って、電力供給が原発頼みでいいのだろうか。
　東日本大震災から５年８カ月。福島県では大震災や原発事故に伴い、いまだに約８万５０００人が県内外に避難している。
　１～３号機が炉心溶融に至った第１原発には、汚染水が日々たまり続ける。溶融燃料の取り出しはもちろん、全４基の廃炉の見通しも立たない。
　１３億人が住むには広大とは言い難いインドで、こんな過酷事故が起きたら一体どうするのか。
　原子力協定は国会の承認が必要なため、来年の通常国会で審議される見込みだ。
　国民の間に不信が根強い原発輸出の是非や、これまで続けてきた非核政策の在り方などをしっかり議論するよう国会に求めたい。

朝日新聞／2016/11/13 6:00

社説　玄海再稼働／「地元」を広くとらえよ

　九州電力の玄海原発３、４号機（佐賀県玄海町）で、再稼働に向けた手続きが進んだ。原子力規制委員会の審査で、新規制基準に適合すると認められた。
　今後は地元同意が最大の焦点になるが、周辺自治体のうち複数の首長が再稼働に反対している。県と立地市町村が同意すれば再稼働する従来のやり方を見直して、「地元」を広くとらえる仕組みを作っていくべきだ。
　九電との安全協定に基づき、事実上の「同意権」を持つ佐賀県の山口祥義知事と玄海町長は、再稼働に前向きだ。一方、原発事故に備えた避難計画作りを義務づけられる３０キロ圏内にある３県８市町の中で、佐賀県伊万里市と長崎県壱岐市の市長がこれまでに反対を表明した。
　その背景には、事故が起きた時、住民が被曝（ひばく）せずに避難できるのかという強い不安がある。
　玄海原発の周辺は地形が複雑だ。３０キロ圏内に離島が１７あり、約２万人が暮らす。計画では島外に逃げる場合、船やヘリを使う想定だが、数が足りるのか、荒天時も使えるのか、疑問視する声が尽きない。合同防災訓練では、壱岐島から自衛隊の船で福岡市に向かう訓練が、２年続けて高波のため中止された。
　避難時の交通渋滞や、高齢者施設から避難する難しさなど、他の原発と共通する課題も浮かび上がっている。
　規制委が審査するのは原発の設備面の安全性が主で、避難計画は対象外だ。計画の実効性の判断や改善の取り組みは、多くが自治体に任されている。
　大事故が起きれば、被害は原発がある市町村にとどまらない。伊万里市は玄海町並みの安全協定を九電に求めてきたが、実現しなかった。同意権の範囲について、山口知事も「国が決めること」などと距離を置く。
　だが、同意を得る対象を限定したやり方では、周辺住民の不安は解消できまい。知事は、再稼働について県民や専門家の意見を聞く会議を設ける考えを示している。ならば取り組みを進め、周辺自治体に広げた同意の仕組みを作ってはどうか。
　玄海の再稼働をめぐっては１１年、国の県民向け説明番組に対し、九電が賛成意見の投稿を社員らに呼びかけた「やらせメール」問題が起きた。事前に当時の古川康知事が九電幹部に「再開容認の立場からも意見を出して」と話したことも発覚した。
　住民の不信や不安を和らげるには、原発周辺の各自治体が安全確保に手を尽くすことが欠かせない。同意手続きは、責任の重みをかみしめ、対応を真剣に考え抜く場になるはずだ。

西日本新聞／2016/11/12 12:00

社説　玄海原発「適合」／近隣自治体の不安解消を

　原子力規制委員会が、九州電力玄海原発（佐賀県玄海町）３、４号機の安全対策を妥当とする「審査書案」を取りまとめた。
　新規制基準に適合することを事実上認めたものだ。既に再稼働した川内原発（鹿児島県薩摩川内市）１、２号機などに続いて全国６例目となる。地元同意などが必要となるため、再稼働は早くても来年度以降になるとみられる。
　だが、規制委の審査では対象外となる重大事故発生時の住民避難計画には、なお不安が残る。
　本紙が玄海、川内両原発から３０キロ圏内の緊急防護措置区域（ＵＰＺ）内にある４県１７市町を対象にしたアンケートで、半数に当たる１１県市町が５～３０キロ圏の住民に原則屋内退避を指示する現在の避難計画について「課題がある」と考えていた。熊本地震後に計画を見直したり、見直しを検討したりしている自治体も１２県市町あった。
　佐賀県の山口祥義知事は原発の安全性を確認するため第三者委員会を設ける方針を示している。拙速に再稼働の手続きを進めることは避けるべきではないか。
　ＵＰＺが鹿児島県内の自治体にとどまる川内と異なり、玄海は佐賀、長崎、福岡３県８市町にまたがる。佐賀県内では伊万里、神埼両市長が再稼働への反対を表明している。ただ、山口知事が同意した場合は容認する方針という。
　長崎県平戸市では、避難路となる平戸大橋が通行不能となった際の対策が明確でないとして市民から懸念の声が出ている。
　東京電力福島第１原発事故では県境を越えて被害が広範囲に及ぶことが明確になった。立地自治体以外から避難計画への不安の声が上がるのは十分に理解できる。
　７月の鹿児島知事選で原発の一時停止を公約した三反園訓（みたぞのさとし）氏が現職を破り、１０月の新潟知事選でも再稼働に慎重な米山隆一氏が当選した。いずれも安全確保の面で避難計画に疑問を呈している。
　住民の不安を解消するためにも政府は、近隣自治体も含めた避難計画の妥当性や実効性を客観的に評価する仕組みを検討すべきだ。

佐賀新聞／2016/11/12 6:05
論説　再稼働と使用済み核燃料

　原発が「トイレなきマンション」と呼ばれるようになったのはいつの頃からだろうか。初出かどうかは分からないが、佐賀新聞では１９９６年７月、原発建設の是非を問う新潟県巻町の住民投票に関する記事の中に出てくる。
　茨城県東海村の東海発電所が日本初の商業運転を始めてから３０年。玄海１号機は稼働２０年を超えた頃だ。電源構成に占める原子力の割合が３割を超える一方、使用済み核燃料の処理方法は未確立のままで、徐々に現実的問題として認識されてきたのだろう。
　以来、２０年たつが、使用済み核燃料をめぐる状況は変わらない。
　政府は使用済み核燃料を再処理し、プルトニウム・ウラン混合酸化物（ＭＯＸ）燃料に加工して再利用する政策を掲げる。いわゆる「核燃料サイクル」である。
　しかし中核を担うはずの高速増殖炉「もんじゅ」（福井県）は廃炉前提の抜本見直しとなった。青森県六ケ所村の再処理工場も本格稼働の見通しが立たない。
　そうした状況の中で玄海原発３、４号機は再稼働に向けて大きく踏み出した。原子力規制委員会は９日、新規制基準に適合しているとして審査書案を承認した。
　九州電力にとって待望の報だ。ただ一昨日の本欄が指摘していたように、避難計画をはじめ課題は多々残る。そしてその先には使用済み核燃料の問題が横たわる。
　現在、使用済み核燃料は各原発内の貯蔵プールに保管されている。全国の貯蔵量は容量の７０％を超え、玄海原発は８０％に達する。３、４号機が再稼働すれば４、５年で満杯になる見込みだ。
　早晩、予想されたことで、電力各社は再稼働を目指す傍ら、リスクが少ないとされる乾式貯蔵への転換や原発敷地外の中間貯蔵施設の整備促進を打ち出す。
　玄海原発に近接する唐津市鎮西町串地区の住民が誘致の手を挙げたのが、その中間貯蔵施設だ。
　中間貯蔵は「廃棄物が生成してから処分されるまでの間における暫定的貯蔵」（原子力辞典）とされるが、行き場がない現状では長期貯蔵、固定化も危惧される。
　串地区住民は総意ではないとして程なく取り下げたが、背景には玄海町との「受益」の格差に対する複雑な心情があり、耕作放棄地が増える地域への危機感がある。誘致の“種火”は残ったままだ。
　振り返ってみれば、この国の原子力政策は地域振興策を見せつけつつ、課題は後回しにして推進されてきた。高レベル放射性廃棄物の最終処分しかり、廃炉をめぐる費用分担しかりである。
　玄海原発再稼働をめぐる論議は最後の関門となる「地元合意」に向け、規制委員会から地元に舞台が移る。課題先送りの旧体質と決別するためにも、原子力政策全体に目を向けたい。（吉木正彦）

南日本新聞／2016/11/12 8:05
社説　玄海原発「合格」／新たな「地元」の検討を

　原子力規制委員会は、九州電力玄海原発３、４号機（佐賀県玄海町）が新規制基準を満たしているとする「審査書案」を了承した。
　事実上の合格であり、川内原発１、２号機（薩摩川内市）などに続き６例目となる。
　規制委は意見公募の後、審査書を正式決定する。工事計画の認可などを経て、実際の再稼働は２０１７年度以降とみられる。
　今後の焦点は、再稼働に不可欠な「地元同意」へ移る。立地自治体の佐賀県と玄海町は容認の姿勢だが、原発から３０キロ圏の首長には反対論もある。
　東京電力福島第１原発の事故を振り返れば、立地自治体の同意だけでいいのか疑問だ。
　新たな「地元」の範囲を柔軟に検討し、政府や電力会社は住民の声に耳を傾けるべきだ。
　再稼働には、伊万里市の塚部芳和市長と神埼市の松本茂幸市長から反対の声が上がっている。伊万里市は、避難計画の策定が必要な原発から３０キロ圏内にある。人口は玄海町の１０倍近い。
　塚部氏は「一度事故が起これば取り返しのつかないことになる」と述べた。松本氏は「原発は安全との納得のいく説明がほしい」と訴える。
　３０キロ圏外の住民まで避難を強いられた福島事故の反省に立てば、両市長の不安はもっともである。
　ところが、これまでに原発が再稼働した際の同意対象は、立地する県と市町に限られたままだ。高浜原発（福井県）では、５キロ圏内の京都府舞鶴市などが懸念を示したが、顧みられなかった。
　最初に再稼働した川内原発で、立地自治体の鹿児島県と薩摩川内市だけを「地元」とした「川内方式」を政府が「基本的」と判断したためだ。先例をつくった鹿児島県の責任は重いのではないか。
　玄海３号機はプルトニウム・ウラン混合酸化物（ＭＯＸ）燃料を使うプルサーマル発電を行う。
　使用済みのＭＯＸ燃料は、通常の使用済み核燃料より放射線が強く、処分方法は決まっていない。
　今のところ、原発内の使用済み核燃料プールで保管するほかないが、玄海原発のプールは容量の余裕が乏しい。
　規制委は九電に、金属容器で保管する乾式貯蔵の導入を求めた。だが、再処理技術が確立されなければ、先の見通しは立たない。
　高速増殖炉「もんじゅ」（福井県）も廃炉の方向にあり、核燃料サイクルは破綻に向かっている。
　それでも政府が原発の再稼働を続けるのであれば、核のごみをどうするのか、国民が納得できる説明が必要だ。

南日本新聞／2016/11/13 8:05
社説　特別点検視察／再稼働の実現に影響か

　知事が現場を訪れたのは評価できる。ただ、再稼働への「地ならし」にしようというのであれば、ちょっと待ってほしい。
　鹿児島県の三反園訓知事がおととい、定期検査中の九州電力川内原発（薩摩川内市）１号機で行われている特別点検を視察した。
　使用済み核燃料ピットなどの特別点検は、知事の要請を受けたものである。
　知事就任後、川内原発内に足を踏み入れたのは初めてで、原子力工学の専門家２人が同行した。
　視察後、知事は定検後の再稼働の可否について今後設ける検討委員会で検証し、「総合的に判断する」ことを明らかにした。
　現時点でどのような判断になるのか断定できない。しかし、その言動から再稼働を事実上容認する姿勢がうかがえる。
　「安全でなければ強い対応を取る」としながらも、「私に稼働させるか否かの権限はない」と述べたことがそれを物語る。
　先月の定例会見で「仮に私がどういう対応を取ろうが、九電は稼働させていくのではないか」と語ったことと軌を一にする。
　知事が言う通り、再稼働について知事の権限をうたった法律はない。しかし、これまで再稼働には知事の同意が伴った。知事が納得できなければ、「強い対応」はできるはずである
　検討委は「脱原発」を掲げる知事が、熊本地震後に反原発団体との政策協定を結ぶ中で、原発の安全性や住民の避難計画などについて論議する場として設置を選挙公約にしたものである。
　知事がいつ設置するのかが焦点となっている。定検後、九電が運転再開を予定する１２月８日が迫っている状況を考慮すれば、なおさらである。
　知事は「人選はほぼ決まっている」とし、近く発表する意向のようだ。だが、時間はない。検討委を設置しても、総合的な議論ができるのか疑問は拭えない。
　そんな背景があるからだろう。知事は、専門家２人に視察結果を検討委に説明させるという。２人とも「きっちり点検している」と総括しており、検討委で異論が噴出するとは思えない。
　そもそも２人の専門家がどのような立場の研究者であるのか、県民は知らされていない。今後の県の原発政策は、検討委の陣容がどうなるかで大きく左右されるに違いない。
　再稼働は、ばたばだと結論を急ぐ問題ではない。原発のさまざまな課題を検討委で丁寧に議論し、その結論を踏まえて判断することが知事には求められる。

朝日新聞／2016/11/13 6:00

社説　参院定数訴訟／是正は国民への約束だ

　ことし７月にあった参院選のいわゆる一票の格差をめぐる裁判で、一審を担当した延べ１６の高裁の判断が出そろった。
　鳥取・島根と徳島・高知をひとつの選挙区にする「合区」を行うなど１０増１０減の定数是正を実施し、それまで約５倍あった最大格差を３・０８倍におさえたうえでの選挙だった。
　それでも１２の判決が「違憲の問題が生じる程度の著しい不平等状態にあった」「看過し得ない程度に達している」と判断した。残りの判決も問題なしとしたわけではなく、「いまだ不十分」「さらなる縮小が図られるべきだ」などと批判している。
　国会はこれらの指摘を重く受けとめる必要がある。
　政権の姿に直結する衆院ならともかく、なぜ県の枠を超える合区までして投票価値の平等を追求するのか。３年ごとに半数が改選される参院特有の事情を踏まえ、以前は緩やかな判断をしていたはずだ。そんな疑問を抱く人もいるかもしれない。
　しかし憲法は、衆参両院の議員について、地域や団体の代表ではなく「全国民の代表」とさだめている。首相の指名など一部をのぞいて、参院も衆院とほぼ同等の権限をもつ。解散はなく、任期は６年と安定しているため、長期的な視点で課題に向きあうことができる。
　こうした点を踏まえ、司法は「急速に変化する社会情勢のもと、国政における参院の役割はこれまでにも増して大きくなっている」と評価し、民意が適切に反映されることをより厳しく求めるようになった。もっともな見解であり、社会全体であらためて確認・共有したい。
　自民党内には、改憲によって参院議員に地域代表の性格を与え、格差を許容する選挙制度にする案が浮上している。合区解消につながり、一定の支持を得られると考えているようだ。
　本気でとり組むのなら、参院の権限や機能の見直しは避けられない。自治体との関係も議論する必要がある。民主制の根幹に関するテーマについて、広範な合意を形づくる理念も展望も不明なまま、改憲の糸口に定数問題を利用しようという姿勢は厳しく批判されるべきだ。
　昨年夏、１０増１０減の法改正をした際、国会みずからが当座の措置であることを認め、公職選挙法の付則に、１９年の次期参院選にむけて選挙制度の抜本的な見直しを検討し「必ず結論を得る」と書きこんだ。
　これは国民に対する重い約束である。今後に示される最高裁の判断がどうなるかにかかわらず、議論を急がねばならない。

毎日新聞／2016/11/13 4:00

社説　１票の格差／参院とは何かの議論を

　１票の格差が最大３・０８倍で実施された７月の参院選が違憲かどうか全国で争われた訴訟で、１審の高裁・高裁支部判決が出そろった。 
　１６件のうち、１０件が「違憲状態」とし、６件が「合憲」とした。 
　昨年、公職選挙法が改正され、今回の選挙では、「鳥取・島根」「徳島・高知」の合区が初めて実施された。合区導入による格差是正の試みをどう評価するかが焦点になった。 
　２０１３年の参院選の最大格差は４・７７倍だった。今回、合区によって格差が縮小したにもかかわらず、格差是正は「なお不十分」と判断した高裁・高裁支部が１０に上った意味は重いと言える。国会へさらなる是正を迫ったものだ。 
　１３年参院選の１票の格差について、最高裁は投票価値に著しい不平等が生じているとし、「違憲状態」と判断した。最高裁はその際、できるだけ速やかに立法措置で不平等状態を解消すべきだと指摘した。 
　１６件の高裁・高裁支部判決では、国会の法改正への評価が分かれた。たとえば違憲状態とした広島高裁岡山支部は「都道府県単位の選挙区を極力維持しようと最小限の合区にしたため、３倍を超える格差を残した」と結論づけた。一方、合憲とした東京高裁は「法改正によって数十年続いた５倍前後の格差が縮小した」と前向きにとらえた。 
　また、仙台高裁秋田支部は、参院議員の持つ地域代表的性格を前提としても３倍程度の格差を正当化することはできないとの考えを示した。 
　さまざまな指摘をどう是正につなげるのかは、国会の役割だ。最高裁は、投票価値の不均衡を戒めながら、是正方法については国会の幅広い裁量権を認めている。 
　「合区」では、島根を除く３県で投票率が過去最低を記録した。「合区」の限界を示したのは確かだ。参院の役割を踏まえれば、都道府県のまとまりを基に選挙制度を検討すること自体は、必ずしも不合理ではない。ただし、都道府県のまとまりを維持しながら格差是正を図るのは容易ではない。そこに、この問題の難しさがある。 
　自民党からは合区解消を求める声が出ているが、それだけでは問題は解決しない。そもそも、衆院との役割分担や、参院の存在意義といった本質的な議論がなければ抜本解決には至らないだろう。党利党略を乗り越え与野党がテーブルにつき、建設的に話し合うべきだ。 
　昨年成立した改正公選法の付則では「１９年参院選に向けて選挙制度の抜本的な見直しについて検討し、必ず結論を得る」と明記している。最高裁の判決を待つことなく、国会は早急に議論を始める必要がある。

西日本新聞／2016/11/13 12:00
社説　１票の格差訴訟／政治の責任で抜本改革を

　「違憲状態」が１０件、「合憲」が６件と判断は分かれた。選挙区の「１票の格差」が最大３・０８倍だった今年７月の参院選は違憲であるとして、二つの弁護士グループが全国各地で選挙無効を求めた訴訟の高裁判決が出そろった。
　無効の訴えは全て棄却され、訴訟は最高裁に舞台を移す。最高裁は来年中に司法の統一見解を示す見通しだが、問題の所在は選挙制度にとどまらない。二院制の在り方を抜本的に見直す中で考えたい。それこそ政治の責任である。
　最大格差４・７７倍の２０１３年参院選について、最高裁は違憲状態と指摘した。これを受けて国会は「鳥取・島根」「徳島・高知」で「合区」を導入するなど「１０増１０減」の定数是正を行った。
　これで最大格差は２・９７倍になるはずだったが、大都市部への人口集中が続くため、格差は当然のように再び拡大してしまった。
　この定数是正と３倍を超す格差をどうみるかで、高裁の判断は割れた。違憲状態判決は「抜本的な見直しではない」（広島高裁）「違憲の状態が生ずる程度の著しい不平等状態にあった」（福岡高裁）と厳しい見方をした。
　これに対し、合憲判決は合区を含む定数是正について「やむを得ない緊急措置」（高松高裁）「格差は大幅に縮小した」（福岡高裁那覇支部）と評価している。
　ただし、今回の公選法改正で付則に「１９年参院選までに制度の抜本的見直しの結論を得る」と記されたことへの期待感は双方の判決に共通していた。
　では抜本改革とは何か。投票価値の平等を厳守するなら１票の格差はあってはならないが、格差解消だけを追求すれば合区ばかりが増え、地方の声を反映する議席はどんどん減少する－そんなジレンマの中に１票の格差問題はある。
　小手先改革と格差再拡大のいたちごっこを脱するには、同じく１票の格差を抱える衆院とともに両院の役割と機能の違いを明確にして、それにふさわしい選挙制度へ改めるしかない。もちろん党利党略を排することが大前提である。

沖縄タイムス／2016/11/13 12:05　
社説　鶴保氏放言／よくもまあ次から次に

　沖縄振興の先頭に立つ担当相が沖縄史への理解を欠き、県民感情を逆なでするような発言を繰り返すのは、あまりに異様である。　
　大阪府警の機動隊員が米軍ヘリパッド建設に反対する市民に「土人」と暴言を吐いた問題を巡って、鶴保庸介沖縄担当相は８日の参院内閣委員会で「差別であると断じることは到底できない」との考えを示した。１０日の同委員会理事懇談会でも同様の持論を展開した。
　差別用語として問題視してきた政府の立場とは逆に、容認するような発言である。
　内閣委では「言論の自由はどなたにもある」「（県民を傷つけたかは）私が断定するものではない」とも語っている。呆（あき）れてものがいえない。
　警察法は「不偏不党かつ公平中正」に職務を遂行することを義務付け、「憲法の保障する個人の権利及び自由の干渉にわたるなどその権限を濫用（らんよう）することがあってはならない」とうたっている。その警察官が公務中に一般市民に向かって「どこつかんどんじゃ、ぼけ。土人が」と罵声を浴びせたのである。
　「土人」発言が明らかになった直後、菅義偉官房長官は「許すまじきことだ」と批判した。松本純国家公安委員長は「発言は不適切だ」とし、金田勝年法相は差別用語に当たるとの認識を示した。政府は「極めて遺憾」とする答弁書を閣議決定している。
　担当相の発言とは明らかに食い違っており、閣内不一致と言われても仕方ない。
　安倍晋三首相は任命権者として「土人」発言と鶴保氏発言について、考えを明らかにすべきである。
　県民との信頼関係を壊す発言はこれだけではない。
　鶴保氏は担当相就任の会見で「消化できないものを無理やりお口を開けて食べてくださいよでは、全国民の血税を無駄遣いしているという批判に耐えられない」と述べた。侮辱的な言い回しで、予算消化できない場合の減額をにおわせたのだ。
　県出身自民党議員のパーティーでは、選挙で勝つことと振興策はリンクするという話を持ち出し、辺野古違法確認訴訟の高裁判決前には、「早く片付けてほしいに尽きる」と県民に不快感を与える言葉を発した。
　振興策の窓口となってリーダーシップを発揮するのが担当相の役割である。そのために重要なのは県民の声を幅広く吸い上げることだ。
　県民と信頼関係が築けない担当相が、沖縄振興にプラスになるはずがない。
　安倍政権は事あるごとに「沖縄に寄り添う」という言葉を口にする。これが寄り添う姿勢なのか。
　復帰後の山中貞則氏に始まる歴代沖縄開発庁長官、省庁再編後の橋本龍太郎氏に始まる歴代沖縄担当相、合わせて６０人近い政治家が沖縄振興に尽力してきたが、こんなにぎくしゃくした関係が続く大臣はいなかった。
　鶴保氏がこれまでの態度を改め、担当相としての職務に専念するか、それができないのであれば、自ら身を引くことが沖縄のためである。

琉球新報／2016/11/14 6:05
社説　基地から黒色粒子／調査、対策は国の責任だ

　住民の健康被害につながる問題だ。米軍基地を提供する国は米軍嘉手納基地や普天間飛行場など基地周辺の大気汚染を調査し、対策を講じる責任がある。
　嘉手納町が初めて実施した悪臭に関する調査で、発がん性物質が含まれる可能性がある「黒色粒子」が嘉手納飛行場の方向から流れていることが分かった。風向きや風速、米軍機の騒音も同時に計測した結果、米軍機からの排ガスが悪臭の原因である可能性が高いという。 
　北海道大学の松井利仁教授のグループが、嘉手納基地の海軍哨戒機駐機場の北西に当たる同町屋良で調査に当たった。黒色粒子は細かなすすなどの微粒子で、発がん性物質を含む可能性がある。黒色粒子量は嘉手納基地の騒音レベルの上昇に伴い増加する傾向があった。松井教授は、航空機のエンジンから排出されているものと推測する。 
　住民からは悪臭に関する苦情が何十年も前から寄せられていたというが、国はほとんど対応していない。 
　那覇防衛施設局（当時）が２００３年に大気汚染物質と悪臭物質を調査し、基地周辺の５カ所全ての調査地点で悪臭物質のアセトアルデヒドが悪臭防止法に基づき県知事が定める規制基準値（０・０５ｐｐｍ以下）を超えて検出された。 
　環境省は１３年に大気汚染物質の窒素酸化物（ＮＯｘ）などの濃度を７日間測定して、米軍機の離着陸が汚染物質の濃度上昇に影響している可能性を示唆したものの、環境基準値を下回り、全面的な調査には至らなかった。ＮＯｘは呼吸器障害を起こすとして東京都は０３年にＮＯｘを多く排出するディーゼル自動車を規制している。 
　国はアセトアルデヒドが基準値を超えても、ＮＯｘと米軍機離着陸との関連が見えてもきちんとした調査をせず、対策も取っていない。 
　今回の調査では黒色粒子の成分分析には至っていない。臭気レベルの測定には測定日数などさらにデータを蓄積する必要があるという。町単独の予算で大規模調査を行うのは限界があるだろう。 
　松井教授は爆音による睡眠妨害や心疾患の影響も含め「嘉手納飛行場周辺で戦後７０年間、『公害病』の発生が放置されているのは行政の不作為」と断じている。国は速やかに徹底調査に取り掛かるべきだ。

琉球新報／2016/11/12 6:05
社説　高江車両選別規制／抗議行動の排除許されぬ

　訓練場建設に反対する市民を排除する行為は許されない。豊かな自然と地域の住環境の保全を求める行動は憲法で保障された正当な権利だ。
　新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の建設工事が進む米軍北部訓練場沿いの県道７０号で、警察が車両の交通規制を実施している。工事車両をゲート内に入れるためだ。しかも、抗議行動への参加者が乗っていると判断した車両を選別し、長時間足止めにしているのだ。 
　一部の車両を恣意（しい）的に選び出し、通行を止めるとは異例の事態である。県警は車両選別の事実を認めている。抗議参加者は、危険で違法な抗議行動を行う可能性があるというのが選別の理由だ。 
　これではヘリパッド建設に反対し、抗議の意思を表明しようとする市民の通行は認めないと言っているに等しい。このような交通規制が表現の自由を規定した憲法の精神とは合致しないのは明らかだ。直ちに車両を選別する交通規制をやめるべきだ。 
　そもそも、市民の抗議行動は違法で危険だと言い切れるのか。一時期、資材搬入を止めるため、車両で県道７０号を封鎖したが、９月末時点で打ち切った。地域住民への影響を考慮してのことだった。 
　逮捕者が出ているのは事実だ。しかし、反対運動のリーダーを逮捕し、自宅や抗議行動の拠点であるテントを捜索するような行為は、市民の抗議行動の萎縮を狙った過剰警備との批判もある。 
　むしろ高江周辺で問題になっているのは工事車両の通行のために、観光バスの通行まで止めるようなヘリパッド建設工事優先の警備の実態である。抗議行動に参加するため県内外から集まる市民を排除し、地域住民にも不便を強いるような警備は解消すべきだ。 
　政府は１２月中旬までに建設工事を終え、１２月２０日にも北部訓練場の約半分の返還式典を開く予定だ。オバマ大統領の在任中に沖縄の基地負担軽減をアピールする考えなのだろう。 
　しかし、ヘリパッドの運用が始まれば、地域の住環境や貴重な動植物が生息する自然環境への負荷は一層高まることになる。北部訓練場返還の代償として、新たな基地負担を強いるのだ。 
　そのようなヘリパッド建設に抵抗する市民の抗議行動を不当に抑圧してはならない。現地の警備活動の自制を求めたい。

沖縄タイムス／2016/11/12 12:05
社説　高江・環境アセス／実態に即した再調査を

　米軍北部訓練場のヘリパッド建設をめぐり県は、地元の東村、国頭村と共同で、オスプレイ使用を前提にした環境影響評価調査（アセスメント）を再実施するよう政府に申し入れる。
　翁長雄志知事が１１日、記者会見で明らかにした。
　ヘリパッド建設は県の環境影響評価条例で環境影響評価が義務づけられた事業ではないが、政府は工事に着手する前に、条例に準じた自主アセスメントを実施した。
　「やんばるの森」は貴重な生物が生息する生物多様性の豊かな地域で、ヘリパッド移設による環境への影響を懸念する声が強かったからだ。
　だが、自主アセスは致命的な欠陥を持っていた。オスプレイ使用を前提にしたものではなかったのである。
　県や環境団体はこれまで何度も再調査を求めてきたが、政府は「（自主アセスは）騒音レベルがオスプレイよりも大きいＣＨ５３ヘリを対象に行われており、再アセスの必要はない」と拒否し続けた。
　政府の主張はまったく説得力がない。
　垂直離着陸機能を持つオスプレイは、ＣＨ５３ヘリと違って独特の低周波音や排気ガスの風圧、排気熱を発生させ、飛行形態や高度も異なる。
　高江周辺にはすでに二つのヘリパッドが建設され、オスプレイの飛行訓練に伴う騒音苦情が相次いでいる。
　オスプレイを使った再調査は不可欠だ。自主アセスに欠陥がある以上、法律や条例で義務づけられていなくても、再調査によって欠陥を補うのは当然の話ではないか。
　ヘリパッドの年内完成に向け沖縄防衛局は１１日、歩道整備のため１４日から民間ヘリを投入して資材搬入を行う、と県に連絡してきた。
　関係機関の意見も聞かずに歩道整備を実施することはアセス制度の趣旨に反する、と県は主張する。
　自衛隊ヘリを投入したかと思ったら、今度は民間ヘリを使って資材搬入。ヘリパッド移設工事をめぐっては、一事が万事、こんな調子だ。米軍の意向や主張を優先した強権的姿勢が目立つ。
　環境調査でノグチゲラの巣穴が１５カ所確認されたＧ地区は、近くの宇嘉川河口部の陸域と水域が新たに米軍に提供され、ヘリパッド建設が認められた。
　上陸訓練のため「必ず必要」だと言う米軍の主張が受け入れられたのである。
　Ｎ４地区は、高江区に近く、区が計画見直しを求めていたが聞き入れられず、ヘリパッドが建設された。特有の騒音をまき散らしてオスプレイの訓練が繰り返されている。
　１１日の記者会見には、伊集盛久東村長、宮城久和国頭村長は同席していないが、再調査の実施要請は、３者の連名になる予定だ。翁長知事の説明によると、県内の市町村長が足並みをそろえて安倍晋三首相に要請した「建白書」の精神に基づき、オスプレイの配備撤回も求めていく。
　政府がオスプレイの配備撤回を受け入れる可能性はほとんどないが、「建白書」の精神を確認し、共同で要請するのは意味がある。

神戸新聞／2016/11/12 6:05
社説　パリ協定発効／出遅れ取り戻す具体策を

　２０２０年以降の地球温暖化対策の新たな枠組み「パリ協定」が発効した。京都議定書に代わる国際ルールで、各国が温暖化の原因となる温室効果ガスの削減に取り組む。
　先進国と発展途上国などを合わせ、これまでに約１００カ国と欧州連合（ＥＵ）が批准した。
　温暖化への危機感から各国が批准を急ぐ中、日本は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を巡る国会の混乱の影響で、発効から５日遅れて批准した。１５日にモロッコで開かれる協定の第１回締約国会議には、議決権のないオブザーバー参加になる。
　日本は世界の温室効果ガス排出量の３・８％を占め、国別で第５位の大排出国だ。率先して取り組むべき立場だが、批准の遅れで国内の関心の低さを露呈した。今後の交渉への影響も懸念される。
　協定は豪雨や干ばつなど温暖化の被害を防ぐため、産業革命前に比べて気温の上昇を２度未満、できれば１・５度に抑える目標を掲げる。温室効果ガスの排出量を今世紀後半に実質ゼロにし、化石燃料から脱却する「脱炭素社会」を目指す。
　日本は３０年の温室効果ガス排出量を１３年比で２６％削減し、５０年には「８０％削減」とする。だが、環境省と経済産業省がそれぞれの審議会で長期戦略の議論を始めたばかりだ。早期に具体策を示さねばならない。
　排出量の多い石炭火力から再生可能エネルギーに比重を移す世界的な流れに逆行し、国内では石炭火力発電所の新設計画が相次ぐ。東日本大震災後、原発の再稼働が進まない中、電力業界がコストの安い石炭火力に向かうことを国が容認した。この方針は転換すべきだ。
　協定を踏まえ、先駆的に取り組む自治体もある。徳島県は全国で初めて「脱炭素社会」を推進する条例を制定した。省エネ対策を徹底し、水素や再生可能エネルギーの研究開発・実用化を進める。
　トヨタ自動車や日立製作所など、中長期的な経営戦略として国よりも高い削減目標を掲げる企業も出ている。企業の技術革新を促し、国際競争力を高める国策も必要だ。
　一方で、早期発効を主導した米国の姿勢の変化も気がかりだ。米大統領選で「協定脱退」を表明するトランプ氏が勝利した。世界の温暖化対策が後退することのないよう、日本がリードする姿勢が求められる。
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